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公民連携ppp(publicPrivate､Partnership)の
課題と展望~
出 井 信 夫
本稿は､PPPと呼ばれる､PublicPrivatePartnership､｢公民協力連携｣の概念について､社
会資本整備の方向および社会資本の整備主体の在り方の観点より論述したものである｡
近年､公共財と呼ばれる社会資本､とりわけ､地域公共財 ･サービスの提供の在り方およびそれ
らの供給主体は､①公共部門による提供のみならず､②公共部門と民間部門の共同出指 ･出資によ
り設立される第3セクター方式などに加え､(卦民間部門による公共サービスの提供 (pFI:Private
Financelnitiative)､など､｢公民協力｣｢公民連携｣は多様化する傾向にある｡
このような現状を踏まえ､地域公共財､サービスの提供の在り方について､主として､次のよう
な観点より考察する｡
序章 問題の所在と研究目的
Ⅰ 市場の失敗 ･政府活動の失敗と公民協力連携pPPの社会的必要性の論拠
1 市場の役割 ･機能と市場の失敗
2 政府 ･財政の役割 ･機能と政府 ･財政の失敗
3 社会資本整備における公民連携と事業連携
4 回財政と自治体財政の相互関係
5 自治体における社会資本整備主体
6 自治体における ｢都市 ･地域政策の推進機構 ･組織｣
Ⅱ 民営化の潮流と公民連携pPP方式の概念
1 世界各国における民営化の動向
2 欧米諸国におけるPPP方式の動向
3 ボングナ-の ｢公民連携｣概念とわが国のPPP･第3セクター研究
Ⅲ 都市 ･地域政策への公民連携方式の新たな展開
1 社会資本整備の考え方の変化と公民連携の新たな潮流
2 寄付金および基金制度の利用による地域社会再生蘇生への改革提言
3 都市 ･地域政策課題の新たな視点と今後の政策研究の方向
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序章 問題の所在と研究目的
1 自治体の都市 ･地域政策と地域公共財 ･サービスの提供
近年自治体に対する行財政需要の特徴をみると､多様化 ･高質化する傾向にある｡自治体に要請
される事業 ･業務 ･サービス提供の性格を鑑みると､従来みられたような ｢地方公営企業法｣に基
づくガス､水道､病院､交通などに代表される住民生活の基礎的･日常的サービスの提供は､一定
水準で充足されたことに伴い､図書館 ･コミュニティホールにレストランなどを併設した例や日帰
り温泉保養施設とデイケアセンターなどを併設した例などにみられるように健康 ･保健 ･福祉 ･コ
ミュニティ活動 ･社会活動などの支援や促進を図る目的で､｢複合 ･多機能型公共公益施設｣の整
備や ｢民間商業施設と公共公益施設｣を一体的･計画的に整備する ｢公民の連携｣施設の整備など､
多種多様で広範な公共公益施設整備とその施設整備に伴うサービス､すなわち ｢地域公共財 ･サー
ビス｣の提供が促進される傾向にある｡
一般に､都市 ･地域政策は､国や都道府県などの広域的調整機関との連携のもとで､地方自治法
で基礎的な団体として位置づけられている ｢市町村｣自治体において､具体的な地域状況や地域特
性が考慮され､地方自治法第2条5項に規定される ｢市町村基本構想｣に基づき実施される｡｢地
域活性化対策｣や ｢地域振興施策｣など､具体的な自治体の都市 ･地域政策を推進するに際し､こ
れら施策方針の立案およびその実施にあたっては､｢民間企業｣｢各種地域団体｣｢地域住民｣等に
協力を要請すると同時に､｢公民の協力｣や ｢公民の連携｣によって政策目標の達成や事業化の推
進が図られている｡
2 公民連携事業としての第3セクター方式の増加した背景
このような背景のもと､近年､基礎的自治体である市町村の行財政運営において､自治体と一民間
企業､また都市 ･地域住民等との協力や公共と民間により共同出絹 ･出資によって設立 ･運営され
る､いわゆる ｢第3セクター｣方式と呼ばれる ｢公私協力｣｢事業連携｣方式による公共公益サー
ビスの提供およびその事業化が注目されてきた｡その理由には､主として､次の4つの観点､すな
わち､①公共性の担保や保持､あるいは行政補完的･行政支援的な業務など業務の性格の観点､②
事業の独立性や一定の収益性の確保､また経営の効率性の観点､(彰公共性と収益性の両面の特性を
併せ持つ分野の事業を推進する組織の観点､④民間企業や民間団体､また都市 ･地域住民からの協
力や支援を得るなどの観点があげられる｡
ちなみに､1999年1月1日現在､3年に一皮実施されている旧自治大臣官房地域政策室の ｢地方
公社の調べ｣によれば､全国の地方公社の総数は10,135公社に達している｡前回の1996年1月1日
調査時の9,344公社に比べて791公社､8.5%増加している｡ 近年､経営危機や経営破綻などにより
解散や統廃合される地方公社 ･第3セクターが増加しているといわれるが､旧自治省の地方公社の
調査によれば､1966年調査時の地方公社総数は496公社 (自治体の出資が25%以上の出資法人)で
あったが､その後調査時毎に､著しく増加し現在に至るまで一貫して増加の一途をたどっている｡
一方､マスコミなどの報道によれば､｢第3セクター方式による事業はほとんどが失敗で､成功
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している例はほとんどない｣とされる｡典型的な失敗例として､｢リゾート開発｣｢テーマパーク｣
｢工業開発｣の例や臨海開発事業など大規模開発事業例が仰々しく喧伝される｡
しかしながら､それらの失敗例を詳細に分析するとこ典型的な失敗例とされる ｢リゾート開発事
業｣｢テーマパーク事業｣などの事業分野における第3セクターの設立状況は､地方公社 ･第3セ
クター事業全体からすれば､一般に認識されているほど大きな割合ではない｡マスコミなどの多く
は､正確な調査や経営分析をせずに､第3セクター事業の多くは ｢リゾート開発｣｢テーマパーク｣
などのように失敗するケースが大半である､との先入観により憶測のままに論評されることが多い
が､不正確な論評は極めて遺憾である｡
前述の旧自治省 ｢地方公社の調べ｣には､各調査年時の地方公社 ･第3セクターの事業分野の詳
細な統計資料が掲載されているが､本来の経営内容や事業実態を表す業務内容や経営状況などは残
念ながら的確に把握されていない｡数皮の経営実態調査や数多くの現地踏査 ･視察をしてきた筆者
の知見によれば､自治体出資法人の第3セクターの事業内容や業務内容は､一般に認識されている
ほど ｢リゾート開発｣｢テーマパーク｣｢大規模開発｣などの事業が例が極端に多いわけではない｡
とりわけ､中間山地域など条件不利地域における自治体で設立される第3セクター事業の経営業態
をみると､｢公共公益複合多機能型施設の管理運営｣｢温泉施設 ･宿泊施設の管理運営｣｢地場産業
振興センター ･特産品開発 ･物産センター施設の管理運営｣｢博物館 ･郷土資料館 ･展示館施設の
管理運営｣などのように公共公益施設の管理運営業務や ｢地方鉄道 (旧国鉄の特定交通線-赤字路
線の転換など)｣｢教育 ･文化 ･民俗伝承芸能の振興｣｢社会福祉の振興｣｢観光 ･レクリェ-ション｣
事業など､事業内容や業務内容は多種多様な事業 ･業務分野にわたる0
これらの第3セクター方式が増加した背景をみると､一般に市区町村などの自治体では､公共公
益施設を整備する際の資金調達を国や都道府県からの補助金と自治体の一般財源および起債により
賄れる｡そのため､公共公益施設の整備は自治体が行ない､その管理道営業務は自治体の直営によ
るよりも経費の縮減と柔軟な自主的運営が期待できる第3セクター (自治体の行政独立法人化)を
設立して､管理運営業務を委託するケースが増加してきた｡すなわち､施設整備は､通常 ｢施設整
備は自治体が単独事業として実施｣する｡
その施設整備の財源は､一般財源と地方債 (地域総合整備事業債などが適用された事業では､地
方債償還の一部は地方交付税により優遇措置される特例措置がある)を中心とした資金調達により
賄われる｡この整備された ｢施設の管理運営業務を自治体より業務委託された自治体出資の第3セ
クターが行う｣という､いわゆる ｢公設民営型の第3セクター｣と呼ばれるケースが多い｡この
｢公設民営型の第3セクター｣の例では､経営的に大きな失敗をしたケースは寡聞にして聞かない｡
また､これらの第3セクター事業では､一般に地域の経済団体や民間企業等による出指 ･出資や
民間企業から経営ノウハウを積極的に受け入れ､自治体職員の出向 ･派遣に頼ることなく (行政経
費節減効果)､Uターン､Jターン､Ⅰターン等の民間出身を適材適所に積極的に採用 ･雇用する
(雇用効果の創出､流失人口の防止)などにより地域活性化や地域振興 (地域物産品の購買力効果､
地域生産額の効果､交流人口の増加等による所得効果)のシンボル的な機能や役割を果たす施設で
ある (イメージ効果)と評価される場合も多々ある｡ 偏見と先入観を交えずに､実態に即して.7T.:Tt'I
に評価すべきである｡
第3セクター事業に対する関心が高まる中で､10数年前に､筆者が編著者として執筆した r弟 :ち
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セクターの事業化と運営実態調査資料集』(綜合ユニコム､1988年9月)と1990年10月に上梓した
『第三セクタービジネス』(日刊工業新聞社)の両署は､第3セクターの設立の歴史的な背景から
実際に事業展開されている事業分野や企業､さらに近年の地域振興整備政策に基づいて設立された
第3セクターのユニークな事例に至るまで､地域の振興や地域の活性化の観点よりとりまとめた第
3セクターに関する入門書であると同時に､民間企業側の経営の多角戦略の一つの方向として第3
セクター事業に対する捉え方の観点よりとりまとめた｡この両書は､｢第3セクター研究初めて体
系的にとりまとめられた啓蒙入門書｣の情夫 (こうし)として､また ｢第3セクター｣に焦点をあ
てた一つの地域活性化論､地域振興論､地域政策論であると多くの研究者､自治体の関係者､民間
企業関係者などから最良の参考文献であると高く評価され､参考文献に多用されるなど､その後の
第3セクター研究に多くの影響を与えた｡
またこの間には､中央大学経済学部金田昌司教授と筆者を中心に､都市 ･地域政策研究の一環と
して第3セクターに関する研究を学際的､体系的､実務的な観点より研究するため､｢第3セクター
研究学会｣が1993年7月15日に中央大学駿河台記念館で設立された｡学会設立以後､多彩な観点よ
り研究活動が展開されてきたことはいうまでもない｡学会の研究論文集は､1994年7月に 『21世紀
を創る !第3セクター』(公職研)と2000年5月に 『地域経営の革新と創造一分権時代の地域政策
と第3セクターー』(発行 :透土社/発売 :丸善)と題する研究書が刊行された｡
3 第3セクター方式の成功と失敗
近年のバブル経済崩壊後の社会経済環境の構造変化に伴い､自治体出資の第3セクターも例外に
もれず厳しい経営を強いられ､中には事業破綻あるいは経営赤字による法人の解散や特別清算など
に陥るケースが散見される｡ 第3セクターがマスコミ等で取り上げられ話題となる場合は､概ね経
営破綻による法人の解散や特別清算などによる場合が多い｡マスコミなどで典型的な第3セクター
の失敗例と紹介される ｢リゾート開発｣｢テーマパーク｣｢工業開発や臨海開発などの大規模開発｣
などの第3セクター法人は､地方公社 ･第3セクターの設立法人総数10,135(地方三公社､財団法
人など民法法人も含める)公社全体からみればごく一部でしかない｡
第3セクターの典型的な失敗例としてよくあげられる ｢むつ小川原開発｣｢苫小牧東部開発｣｢シー
ガイア｣｢秋田木造住宅｣や東京都 ･大阪府の港湾開発に関連した第3セクターなどの大規模再開
発事業は､法人全体の事業内容からみれば極めて特殊なケースで､これらの失敗例は第3セクター
全体の業務分野､事業活動からみると全く異例の事業分野であるといっても過言ではない｡全国的
に詳細な経営実態調査等が行われていないため不明であるが､巨額な経営赤字が生じ法人の存立が
直ちに危ぶまれる第3セクターの数は､それほど多くはない｡にもかかわらず､マスコミでは一部
失敗例をみて､7-8割が経営赤字である､あるいは全部ダメであると無責任に論評される｡
一般に､第3セクター経営は厳しい状況にあるが､赤字法人の割合や経営危機 ･経営破綻の状態
にある第3セクターはマスコミが不用意に煽るほど多くはない､と筆者は常々主張してきた｡
1999年12月27日､旧自治省で初めて第3セクターの経営実態に関する調査が全国的に実施 (7月
1日現在の調査)され､その結果概要が公表された｡旧自治省財政局の経営実態調査によれば､次
の2点があげられる｡ ①商法法人総数は3,475法人あるが､その中で ｢営業損失｣｢経常損失｣｢当
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期損失｣｢次期繰越損失｣のいずれかが損失を計上している法人は2,204法人 (全体の63.4%)であ
る｡このうち､一般に単年度の経営状態が赤字と呼ばれる法人､経常損益に損失を計上している法
人は1,436法人 (同41.3%)､また当期損益に損失を計上している法人は1,417法人 (同40.8%)に
すぎない｡一方､②民法法人総数は4,920法人であるが､その中で ｢当期収支差額｣｢次期繰越収支
差額｣｢当期正味財産減少額｣のいずれかが赤字を計上している法人は1,751法人 (全体の35.6%)
である｡このうち､一般に単年度の経営状態が赤字法人と呼ばれる法人､当期収支差額に損失を計
上している赤字法人は1,352法人 (同27.5%)にすぎない｡了ヽ
第3セクターの定義は商法法人だけに限定するのか､民法法人を含めて捉えるのか､また赤字法
人とは単年度の経営状態が赤字法人とは経常損益に損失を計上している法人を指すのか､累積損益
まで含めて捉えるのか見解の相違はあるが､旧自治省の調査をみると､経営赤字法人は商法法人の
場合1,417法人､民法法人の場合1,352法人と､それぞれ全体の3-4割､両者の合計を併せても割
合は4割にすぎず､半数にも満たない (赤字法人は2,769法人で全法人8,395の32.9%)｡したがっ
て､経営赤字法人の約半数の残り法人は､一般的な経営指標の見方からすれば経営的には黒字であ
ることは明瞭である｡
図らずも､これまでの筆者の推論と主張が正しかったことが証明されたわけである｡にもかかわ
にず､この調査結果が公表された際のマスコミ各社の報道は､相変わらず ｢第3セクターの6割は赤
字である｣｢第3セクターの赤字の垂れ流し｣などと題する見出しの下に､公表された資料 ･データを
十分に分析せずに､解説 ･論評されている｡これは､読者やその業務に携わる人々に多大な誤解 ･
曲解と誤った先入観を抱かせる点でも遺憾である｡｢第3セクターは大半が､あるいは半数以上が
赤字である｣と誤った認識の下に､単なる先入観によって決めつけられたマスコミ報道と一部の論
者の主張が独り歩きしている｡第3セクター問題が､正しく把捉 ･理解 ･認識されない所以である｡
もとより､経営的に問題がある第3セクターや法人の解散や特別清算を余儀なくされたケースが
増加する傾向にあることは否定しない｡また､経営的に安定化を図る措置として､出資自治体から
金銭的･人的等の支援措置がされる場合もある｡自治体からの支援措置については､議会の承認が
得られずに問題解決が遅れたり､また住民監査請求や住民訴訟等が提起されるなど､補助金支出問
題や現職の自治体職員の出向派遣問題が大きな問題となっている｡
このように経営的に問題が生じている第3セクターは､そもそも法人設立計画や事業実施計画お
よび収支計画見通しなどが暖味のままに､安易に設立された法人に多くみられる傾向である｡ 第3
セクターの経営危機については､社会経済環境の著しい変化に伴って当初の予期せぬ事態が生じた
ことも経営悪化要因としてあげられるが､法人設立の当初段階における地域政策との整合性､資金
調達､事業計画､事業収支見通し､経営赤字対策などの観点より十分に検討されないことに起因す
る｡そのため､第3セクターの設立運営には､経営情報の開示､経営状況の公開など情報公開の拡
充が急務の課題である｡
4 公民連携pppの新たな潮流とpF)､NPOの台頭
このような第3セクターの失敗などに対する批判や問題点を解決する方法として､また公肘)ト業
の推進方法の画期的な事業手法であるとして､都市 ･地域政策を推進する新たな ｢公民連拙PPP.J
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(PublicPrivatePartnership)方式の一つとして､｢PFI｣(PrivateFinanceInitiative)が急
速に注目されるようになった｡周知のとおり､PFI事業手法は､イギリスやアメリカなどの欧米
諸国において進められてきた事業手法で､民間資金の活用と民間のリスク負担を前提として公共事
業の効率的な推進を図るために導入された事業手法である｡わが国のPFIは､議員立法により
｢民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律｣として､1999年7月第145国
会で可決成立し､施行された.PFI事業は､現在多くの自治体で事業手法および事業案件が､さ
まざまな観点より検討されている｡
現段階では､法律が先行的に成立､施行されたため､まだ具体的な案件として実施されたものは
少ないが､今後は､公共事業の効率化を推進するための事業手法として期待されている｡とりわけ､
一般廃棄物処理施設 ･家電製品などのリサイクル･資源回収型施設 ･産業廃棄物のリサイクル･資
源回収型施設などの施設整備や管理運営､風力 ･太陽熱 ･地熱などの自然現象を利用したクリーン
エネルギーなどのエネルギー関連施設整備やその管理運営など､自治体の直営事業の中でも民間と
の連携が必要とされる事業分野などでは､典型的なPFI事業手法の適用例は増加するものと期待
される｡
ただし､わが国のPFI事業法の導入段階で議論された中には､無条件で歓迎されない事態も生
ずる懸念がある｡ その一つは､景気対策にPFIを活用しようとする発想で､これでは全く趣旨が
逆になる｡また､国･自治体の公共側の規制綾和が進まないため､十分な成果が上げられない場面
も予想される｡いくつかの試行錯誤はあろうが､国から自治体へと地方分権の流れる方向と同様に､
この公共事業の民間的推進の流れは変わらない｡これらのPFI事業手法に関する文献については､
PFI法案の議論の際に多数上梓された｡
一方､社会福祉の充実を図る担い手や地域活性化組織として､近年急速に関心を高め注目されて
いる団体に ｢NPO｣(NonprofitOrganization)､非営利組織がある｡ わが国のNPOは､議員立
法により ｢特定非営利活動促進法｣として､1998年10月第142国会で可決成立し､同年12月1日試
行された｡現状の閉塞的な地域社会の打開方策の一つとして注目され､各地で設立される傾向にあ
る｡NPOに対しては､自治体のみならず民間企業側からも､今後の活動や活動特性などが注目さ
れ､事業面でもNPOとの連携協力などが期待されている｡ いわば､NPOはコミュニティ･ビジ
ネス､スモール･ビジネス､コミュニティ･プロジェクトの有力なパートナーとして位置づけられ
る可能性が期待されてるわけである｡
とはいえ､わが国のNPOの導入段階で議論された中で､手放しで歓迎されない事態も生ずる懸
念がある｡ 最大の問題は､NPOの財源が不安定である｡ また､NPO法人に対する寄付金控除が
認められない問題がある｡また､NPOの財源安定化に関しては､NPOを ｢コミュニティ･ビジ
ネス｣｢スモール･ビジネス｣と捉える発想が不足していると考えられる中で､関係当事者の我田
引水的な思考が強いことに対して懸念 ･危倶する者は一人筆者だけではあるまい｡
NPO法人は非営利法人ではあるが､公益法人と同様に収益事業の遂行は認められている｡NP
Oの事業化に関しては､公益性と収益性 (営利法人とは異なり､構成員に利益配当はできない)と
のバランスを図る点が肝要である｡ また､NPO法人への寄付金控除団体の認定が関係者より強く
要望されているが､現段階では公益法人に対する寄付金控除制度を超えて寄付金控除が認められる
状況にあるとは考えられない｡これらNPOに関する文献については､NPO法案の議論の際に多
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くの解説書が上梓された｡その後も､NPOの活動記録など多数の文献が上梓されている｡
他方､一般にはあまり知られてはいないが､｢奨学金の給付｣｢環境保全活動などに対する助成｣
｢まちづくり活動の支援 ･育成｣など､地道ではあるが､これらの諸活動を着実に展開してきた信
託銀行を受託者として設定される ｢公益信託制度｣がある｡公益信託制度とは､財産家 ･篤志家や
遺産相続財産 (遺言などを含め)などの資産の提供者､あるいは自治体などから一定額の ｢基金｣
(寄付金)を委託されたもの (中には追加の募金型の公益信託もある)を､委託者の趣旨や公益目
的に従って､｢公益信託の基金｣の運用益を事業活動の支援に活用する (活動資金などの給付 ･助
成)制度である｡
5 公民連携の新たな視点
このように､自治体における都市 ･地域政策を実現する中で､｢公民連携PPP｣の在り方と今
後の方向については､｢PFIJ｢NPOJ｢基金｣｢公益信託｣｢第3セクター｣方式の観点より､
これらの事業手法の概念と事業手法の特性を把握 ･分析するとともに､21世紀地方分権時代の自治
体における都市 ･地域政策および地域経営の推進事業手法として ｢公民連携ppp｣について､(∋
自治体の行財政運営の観点､②各事業主体の経営的な観点､③法律的な観点より､それぞれ問題点
･課題を整理する中で､今後の在り方やあるべき方向性について､都市 ･地域政策の視点より､今
後ますます重要な役割や機能を果たすと考えられる ｢公民連携｣｢公私協力｣｢事業連携｣に関する
理論的研究と実証的研究を行なう必要がある｡
Ⅰ 市場の失敗･政府活動の失敗と公民協力連携pPPの社会的必要性の論拠
1 市場の役割 ･機能と市場の失敗
1 市場のメカニズムと市場の果たす役割 ･機能
市場では､価格決定メカニズムを通じ､生産者は最適生産最を決定する一方消費者も最適需要虫
を決定する｡このように市場では資源配分が効率的に行なわれる1)｡この効率性を規定する判断
には､一般均衡論では ｢パレート最適｣(ParetoOptimum)が最適性の概念として韮祝され､部
分均衡論では ｢社会的余剰｣の概念として重視される｡市場均衡における最適資源配分である ｢パ
レート最適｣とは､｢そのときの資源および技術的知識が与えられたとものすれば､社会の他の成
員の経済状況を一層不利にすることなしには､もはやどの成員の経済状況をもそれ以上に有利にす
る余地は残されていないような資源配分の状態｣を指す｡
換言すれば､資源配分をどのように変えても誰かの効用を下げることなしには､他の人の効用を
上げることはできない状態である｡ その意味では､効率的な資源配分がなされているが､パレート
最適の状態を市場機構が達成する内容には価値判断が含まれるため､ただ1点だけ存在するのでは
なく多数存在する点に留意する必要がある｡これらの多数存在する点のうち､どの点を選択するか
は当事者の選択による｡
ただし､パレート最適の前提条件は､市場では多数の需要者と多数の供給者が存在するために誰
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人も市場価格には何らの影響も行使することはできない状況､すなわち ｢完全競争｣(perfect
cometition)条件 (この場合､供給者が1人のときは独占:monopoly､供給者が2人のときは複
占 :duopoly､供給者が少数のときは寡占 :Oligopoly､供給者が多数のときは独占的競争 :
monopolisticcometition､需要者側が市場の支配力がある場合は需要独占:monosponyと呼ぶ)も
とで､①情報の完全性､②財の同質性､③参入あるいは退出の自由性の3つの条件が基本的に満た
されている必要がある｡
第1の情報の完全性とは､売り手と買い手が情報入手のコストを負担せずに財 ･'サービスに関す
るあらゆる情報を知るということである｡ 第2の財の同質性とは､どんな財 ･サービスも均質的で
1種類しかないということである｡第3の参入あるいは退出の自由性とは､新規の企業がある産業
に参入しようとする際､政府の規制など何らの参入障壁もない一方､企業が長期的な利潤が得られ
ないときその産業から撤退することに何らの障害もないということである｡
ところで､｢完全競争市場とパレート最適｣との関係については､｢競争的市場機構による資源配
分は最も効率的である｣という厚生経済学の次の2つの基本定理によって示される｡ すなわち､第
一基本定理 :完全競争市場で実現する競争均衡の資源配分は､パレート最適である｡第二基本定理
:実現したパレート最適の資源配分は､完全競争市場での競争的均衡である｡この基本定理は相互
に表裏一体の関係にある｡
2 市場の失敗
他方､市場のメカニズムがうまく機能しない状況が生ずる場合がある｡自由市場経済でパレート
最適が達成されるための条件には､｢完全競争｣｢完全情報｣｢完全同質性｣｢参入 ･退出の完全自由
性｣の諸条件が基本的に満たされていなければならないが､これらの諸条件が常に十分満たされて
いる~とは限らない｡これが ｢市場の失敗｣と呼ばれるものである｡典型的な例に次の6つ､すなわ
ち､①独占および寡占 (Monopoly&01igopoly)､②費用逓減 (DiminishingCost)､③外部効果
(ExternalE触ct)､④公共財 (PublicGoods)､⑤不完全情報 (Ⅰncompletelnformation)､⑥所
得分配 (ⅠncomeDistribution)があげられる2)0
① 独占および寡占 独占および寡占の弊害は､①資源の非効率的配分と② 超過利潤の存在
の2つがあげられる｡ 完全競争市場では､均衡点Eで財の生産量と需要量が決定されるが､独占お
よび寡占状態にある産業ではそれより少ない限界費用 (MC:MarginalCost)-限界収入 (MR
:MarginalRevenue)の交点を垂直に需要曲線に伸ばした点 (クールノーの点)で生産量や価格
が決定される｡ 生産量Ⅹで操業されるので､生産量は過少状態となる一方､価格Pは均衡価格PE
より過大状態となる (図表1-1参照)｡つまり､完全競争市場で成立した条件､限界費用 (MC)
-市場価格P (MarketPrice)が成立しないため､綱目で示した部分の社会的厚生 (総余剰)の
損失が発生することになる｡したがって､独占および寡占企業の利潤極大化行動を前提とする限り､
効率的な資源配分が達成されないことになる｡他方､超過利潤の存在は､総費用曲線と総収入曲線
との関係より､総収入曲線が総費用曲線を上回る状況にある場合には超過利潤が生ずるが､総収入
曲線が総費用曲線を上回ならない場合には超過利潤は発生しない｡このような状態では､政府は各
種法律 (独占禁止法等)を制定することにより競争を維持させるように介入する｡その結果､資源＼く
の最適配分が行なわれる｡
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② 費用逓減産業の問題 一般にある企業の生産費は､設備費 ･管理費からなる固定費用と､
原材料費 ･動力燃料費 ･設備修繕費 ･臨時雇用者貸金などからなる､生産量と共に変化する可変費
用の和である｡ 巨大な固定設備が必要とされる産業では､一企業の平均費用 (averagecost:AC
平均費用は産出量1単位あたりの費用の大きさで､総費用を産出量で割った商である｡一般にある
財の生産費を縦軸に生産量を療軸にとると､平均費用は収穫逓減の傾向に従ってある境界の畳まで
は下がり続けるが､その境界量を超えると収穫逓増の傾向の方が強力となり逆に平均費用は上がる)
は相当大きな生産量に至るまで下がり続ける｡その結果､産業の市場需要曲線がある企業の平均費
用曲線の右下がりの部分と交わる場合､その産業を ｢費用逓減産業｣と呼ぶ｡費用逓減産業の典型
例として､鉄道､ガス､電気､水道などいわゆる装置産業があげられる｡
図表1-2に示されるように､現実に存在する需要量の内部では､費用の最低値が存在しない場
合がある｡需要曲線上に､A､B､Cの3点が示される｡(∋A点は､独占企業における価格､生産
量の決定を示すクールノーの点で､この点は当然企業の利潤はプラスである｡ (参B点は平均費用A
Cと需要曲線DD (DemandCurve)の交差した点で､平均費用価格形成原理あるいは独立採算
性と呼ばれる｡ この点では､企業の利潤はゼロである｡③C点は限界費用曲線と需要曲線が交差し
た点で､限界費用価格形成原理あるいはホテリング均衡点と呼ばれる｡この点では企業の利潤はマ
イナスとなるが､社会的厚生 (稔余剰)は最大値となる｡ ただし､C点で生産量と価格が決定した
場合､企業は平均費用曲線よりも低い価格で財 ･サービスを販売しなければならないため､その差
額分 (企業の損失分)を政府が何らかの形で (補助金や生産設備費の無利子貸付等)補填する必要
が生ずる｡上水道などの生活必需品を提供する場合は､仮に企業の利潤がマイナスであった場合で
も生産量を増加しなければならない｡このような状態では､政府は市場に介入する必要がある｡こ
のように費用逓減産業でパレート最適供給量を実現する方法には､①限界費用料金と政府による損
失補填､②平均費用料金､③二部料金､④逓減料金､⑤ピークロード料金など､社会的余剰を最大
にするパレート最適が達成されるよう試みられる｡その結果､資源配分は効率的になる｡
(彰 経済の外部性の問題 自由市場経済では､経済主体が市場価格に基づく取引により､財を
調達して消費や生産活動を行っている｡その活動は必然的に他の主体に影響を及ぼす｡その影響の
主要な部分は､(∋市場における財の需給を通しての影響であり､その他の部分は②市場を通さずに
及ぶ影響である｡①前者を金銭的外部効果､②後者を技術的外部効果と呼ぶ｡また､影響を受ける
主体から見て望ましいものを ｢外部経済 (効果)｣､望ましくないものを ｢外部不経済 (効果)｣と
呼ぶ｡一般に企業は生産物を市場に供給することによって外部経済を及ぼすが､これらは全て金銭
的外部効果で､市場価格の対価の授受によって ｢清算｣される｡財に市場価格が付けられ取引され
る過程でパレート最適が達成されるが､金武的外部効果はパレート最適の達成に何の障害ももたら
さない｡しかし､企業の生産活動は市場での取引当事者の範囲を超えて影響を及ぼすことがある｡
生産活動の結果､大気汚染､水質汚染､騒音､悪臭､振動など､いわゆる公害､環境汚染が発生す
る場合があるが､これらは市場価格に基づく対価の授受が行われない場合がある｡ これが技術的外
部不経済である｡ それに対し､農家が生産する野菜､果実栽培などの生産物はそれぞれ市場価格を
通じて取引されるが､緑や緑地空間の快適さに対する対価は支払われることはない｡これが技術的
外部経済である｡同様に､家計の行動でもこのような経済 (効果)や不経済 (効果)が生ずる｡図
表1-3に外部効果の場合を図示する｡外部効果は､供給曲線を個別企業が負担する費用を示した
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私的限界費用 (PMC:PrivateMarginal,Cost)と社会全体がその生産のために負担する費用を
示した社会的限界費用 (SMC:SocialMarginalCost)の二つの観点より､この現象は説明され
る｡外部経済の場合はPMCはSMCの上方に位置しているのに対し､外部不経済の場合はPMC
はSMCの下方に位置している｡ SMCが社会全体における本来の供給曲線であるので､本来的な
均衡点はそれぞれ点Eである｡ その均衡点からみると､外部経済の場合は過少生産と価格の上昇が
みられるのに対し､外部不経済の場合は過剰生産と価格の下落がみられる｡ この対策には､ピグー
的課税と呼ばれる政府補助金と租税の2つの観点から介入される｡外部経済の場合には､△Tの部
分を補助金として給付することによって､PMCをSMCに下方にシフトさせ社会的余剰を増大さ
せる｡一方､外部不経済の場合には､Tの部分を租税として徴収することにより､PMCをSMC
に上方にシフトさせ社会的損失を減少させる｡また､政府による数量規制により生産量の適正化を
図る方法もある｡政府の介入により､資源の最適配分が行なわれる｡
このように市場の失敗を議論する際には､市場において取引する消費財の購入などの金銭的外部
効果は特に支障がないので考慮する必要はない｡したがって､技術的外部効果のみに着日すればよ
い｡技術的外部効果は､その発生源となる主体の主たる (意図した)経済活動の副産物あるいは副
作用が生ずる｡自由市場経済で決まる資源配分は､このように調整されないままの副産物を含む｡
副産物である外部効果による影響を考慮に入れ経済活動を再編し直せれば､すべての家計をより良
い状態に置くことが可能である｡ つまり､外部効果がある場合は市場がもたらす資源配分はパレー
ト最適ではなくなり､市場の失敗が生ずる｡これは､副産物として特定の人に及ぶ影響を排除する
ことが技術的に不可能か､あるいは技術的には可能でも莫大な費用がかかるかによる｡つまり､公
共財で問題となる排除不能性が市場の取引を妨げているのである｡結果的に外部経済は代金は徴収
されず､無償で享受されるに任されることになる｡
それに対し､公害等の除去などに代表される外部不経済は､議論は少々複雑となる｡外部不経済
があっても､当事者の数が比較的少なくて交渉費用が (得られる利得に比べて)無視できるほどに
小さい場合は､当事者間での交渉によって外部効果を調整し､パレート最適を達成できる可能性が
ある｡この場合､政府は被害者と汚染者のどちらかに権利を与える (つまり､どちらが支払いをす
るのか)ルールを確定することにとどまる｡ このような状況において､コース (Coase,R.H.)
は､次のような命題が成立すると主張した｡｢コースの定理｣とは､｢交渉が無視できるほどに小さ
ければ､汚染者権利､被害者権利のいずれのルールの下でも当事者間交渉の結果パレート最適が達
成され､しかも所得の大きさにかかわる差異が無視できるなら､どちらのルールでも同じ解決が得
られる｣というものである｡実際の裁判等では､｢加害者権利のルール｣｢被害者権利のルール｣の
いずれが採用されるにせよ､また被害を補償するという判決が出た場合にせよ､パレート最適が達
成されることはない｡一般に当事者間交渉の費用が高いので､裁判や政府規制により外部不経済が
調整されることが多いことから､裁判や政府規制がより良い結果を生むように設計されることが重
要であると指摘されている｡
しかしながら実際には､｢公害防止協定｣が締結されたり､｢損害賠償 ･差止請求訴訟｣などが行
われ､加害者側に有利なルールや調停がなされる場合もある｡そのため､政府による介入や調整が
必要となるわけである｡ 一般的にその内容は､｢課税 ･補助金による調整｣｢排出権市場の設定｣
｢直接規制｣などである｡いずれのケースの場合も､加害者権利ルール､被害者権利ルールをもと
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に望ましい状況を創出しようと議論するものである｡
他方､従来は企業による排出汚染などが､ある特定の地域住民等に一方的に不利益を及ぼすとい
う企業の事業活動が及ぼす外部不経済問題と捉えられていたが､近年はこれらのケースとは異なる
形での外部不経済問題が議論される｡
(五都市問題の中の交通混雑､(参地球環境問題など､加害者も被害者も広範囲に及ぶと同時に､加
害者と被害者とが明確に区別できない複雑な要因 (加害者あるいは被害者のどちらの場合もあるよ
うな状態)の外部不経済問題である｡
(彰 公共財の問題 一般に自由市場経済では､企業に ｢公共財｣の自発的な供給を望むことは
できない｡この公共財の中でも､国防､司法､警察､消防等に代表される財 ･サービスや基本的な
経済秩序の維持費等の ｢純粋公共財｣は､｢排除不可能性｣と ｢非競合性｣が完全に成立する典型
的な例である｡これらの公共財は､政府のもつ強制力を背景に公共財を供給する必要がある｡ 政府
が最適な公共財の供給量を見つけ出し､強制力を背景にその費用を徴収する｡私的財のみを含む自
由市場経済では､企業と家計に共通な財と財の市場価格が各主体の最大化と相まって最適条件を成
立させる｡図表1-4に示されるように､公共財の需要曲線は通常の私的財とは異なる｡通常の財
は､競合性と排除性の2つの性質を有しているため､社会全体の需要曲線は水平方向に各人の需要
曲線を加えていくのに対し､公共財の場合は垂直方向に加えるという基本的な相違がある｡このよ
うな公共財供給の最適条件は､各家計における公共財の限界評価の和が限界費用に等しいことを要
求しており､各主体に共通の何らかの公共財価格に基づく最大化によりこの条件が成立することは
ない｡例え､公共財に対する需要が市場に表明されたとしても､なお通常の私的財に関して機能す
る価格機構ではパレート最適の達成ができないことが分かる｡ これらの議論は､政府は公共財に関
して家計の選好を正確に把握して最適供給水準を測定できるということを前提としているが､現実
的にはこの公共財の供給に関する正確な情報が得られるという保証はまったくない｡そのため最適
な供給を求めるために考案された手法として､次のような①リンダ-ル解と擬似市場解 (Lindahl,
E.:公共財の潜在的利用者による自発的交渉によるもので､交渉は公共財供給費用の負担率と公
共財供給量の組み合わせをめぐる議論で､リンダ-リ均衡-Lindahlequilibriumと呼ばれる)､②
クラークの手法 (Clarke,E.:公共財供給のさまざまな水準に対し各家計が拠出してもよいと考
える最大額を政府に申告し､政府はそれに基づき公共財供給量と各家計の費用負担を決める議論)､
③費用便益分析 (ある特定の公共財の供給によって得られる社会的余剰が正になるか否かを測定す
る議論)などの手法が考えられるが､いずれの手法も一長一短があり決め手とはならない｡このよ
うに公共財の供給では､パレート最適の達成ができないという点で ｢市場の失敗｣が確認される｡
他方､｢非競合性｣と ｢排除不能性｣の2つの性格を併せもつ ｢純粋公共財｣に対して､公共財
と私的財の中間に位置する､｢非競合性はある許容量を備えているが､ある程度の排除は可能であ
る財｣がある｡ このような財は ｢準公共財｣と呼ばれる｡
準公共財には､｢地域公共財｣と ｢クラブ財｣の2つがある｡地域公共財は､橋梁､美術館､公
園､公民館､温泉施設など地域公共 ･資本が代表例である｡ クラブ財は､ゴルフクラブ､テニス･
スポーツクラブのように､ある特定メンバーを構成員として会員登録するという点で排除性がある｡
準公共財は､非競合性のゆえに､純粋公共財と同様に多数の利用者が共通に共同で財を利用でき､
その上排除可能性があるので利用者より料金の徴収が可能である｡また料金を徴収することにより､
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図表 1-1 独 占 図表1-2 費用逓減
外部経済
P,MC,AC
図表1-3 外部効果
外部不経済
図表1-4 公共財の需要曲線
Dl+D2-D
?
出所 :図表1-1-図表1｣4は大水善寛 ｢市場の失敗について｣
『地域経営の革新と創造』(第3セクター研究学会編､透土社/丸善､2000年5月)
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図表1-5 公共財 ･準公共財の概念図
????
?
?
?????
匝方公共叫
都市公団
一般道路
義務教育
予防凍種
ごみ収集
消防
灯台
糎粋公共叫
地球環境保護
発展途上国援助
警察
I純粋私的叫
医療
福`祉
電力供給
上下水道
｢､㌧ 有料道路
公共交通校閲
準 公 共 財
高等教育
芸術
学術
け ラブ財】
インターネット
パソコン通信
CATV
駐車場
スポーツクラブ
TV･ラジオ放送
排除できない ー → 排除できる
注 :例示の位匿は､一応の目安であって､厳密にその財 .サービスの
特性に対応しているわけではない｡
出所 :山内直人 ｢ノンプロフィットエコノミー ｣日本評論社､1997年｡
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その準公共財の供給の便益の推定が可能となる｡この準公共財の供給は､便益について信頼できる
情報と経営効率を確保する観点より､あえて料金徴収に伴う ｢社会的余剰｣(一般に､ある財の価
格を縦軸にその財の需要量､償給量を横軸にとると､需要曲線は右下がりの曲線､供給曲線は右上
りの曲線となる｡市場価格は需要曲線と供給曲線の交点で決まる.このとき､供給者め利得を生産
者余剰-利潤､需要者の利得を消費者余剰-経済的満足度と呼ぶ｡生産者余剰と消費者余剰の合計
が社会的余剰で､市場による取引の経済的利益の総額を表す)の犠牲を受け入れることが望ましい
場合もある｡したがって､準公共財の供給が民間経営 (第3セクターを含む民間企業への委託等)
に委任されたり､公的経営の下でも料金を徴収することが容認される｡図表1-5は､公共財と準
公共財の関係性を図示したものである3)0
⑤ 不完全情報 経済学では売り手と買い手とは相互に同程度の情報を持っていない､つまり
情報の非対称性が存在する状態にあるとされる｡ これが情報の不完全性である｡これは､逆選択と
モラル･ハザード(MoralHazard)あるいは遺徳的危険の2つの観点より説明される｡
逆選択とは､一方が他方の財の品質や属性などに対する情報を十分にはもたない場合に発生する｡
｢レモンの市場｣や ｢グレシャムの法則｣などが代表例である｡レモンの市場とは中古草市場でよ
く見られるように買い手が良い財を選択しようとするが結果的に粗悪品を選択 ･購入することで､
グレシャムの法則とは良品と租悪品がある場合は良品は保有 ･滞り粗悪品のみが流通することであ
る｡ これを防ぐためには､各人が情報を入手する必要がある｡情報を持つ側は品質､性能､保証期
間などを提示する一万､情報を持たない側は複数の提示された条件から自己責任による選択が必要
とされる｡
モラル･ハザードとは､依頼人と代表人の間に発生するエージェンシー問題とも呼ばれる｡依頼
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人と弁護士､患者と医師などの関係に代表されるも.ので､依頼人は代理人がどのように働いている
かわからない状態にある｡ これを防ぐ手段は､各人が何らかのインセンティブを持てるようにする
ことである｡これらの要因から ｢市場の失敗｣が生ずる場合は､政府の介入によって ｢パレート最
適｣や ｢社会的厚生の最大化｣を達成することは当然必要である｡つまり､国民や地域住民の社会
的厚生を増大させるためにその財を生産する企業が経済的な赤字を余儀なくされる場合には､政府
や自治体はその赤字を補填することにより､その企業を存続させることも重要である｡
⑥ 所得分配の問題 これまでのように ｢自由市場経済の効率性を妨げる｣という狭義の意味
で ｢市場の失敗｣を議論するのでなく､広義の意味で論議されるテーマに ｢所得分配の問題｣があ
る｡ 自由市場経済で実現する所得分配は､必ずしも ｢公平なものではない｣という見地による｡こ
れは自由市場経済で実現する所得分配は､｢貢献に応じた分配｣が達成されたかどうかという議論
で､｢モノ｣である生産要素の報酬帰属の観点からは ｢機能的分配｣､また ｢人｣への報酬問題の観
点からは ｢人的配分｣の問題として捉えられる｡ これらの問題は､所得の機能的分配と人的分配､
機会の均等化､最低生活保障､所得均等化政策などの観点より種々議論されている問題である｡
2 政府 ･財政の役割 ･機能 と政府 ･財政の失敗
1 政府 ･財政の役割 ･機能と政府の経済活動の範囲
政府 ･財政の機能役割には､(丑資源配分機能 (市場経済における資源配分上の非効率性を是正す
るために介入する:例に公共財の供給､公害の是正等)､②所得配分機能 (所得や資産の格差を是
正するために介入する:例に社会保障､累進的な税等)､③安定化機能 (経済全体の安定化を図る
ために介入する:例に給需要管理政策等)､④望ましい経済成長の維持拝を続するために介入する
:例に公共投資､公債の発行等)の4つの機能役割がある4)0
また政府の経済活動の範囲は､基本的に､①一般政府と(参公的企業により財 ･サービスが提供さ
れる｡一般政府には､①中央政府 (一般会計､特別会計事業団､その他)､②地方政府 (普通会計､
事業会計､その他)､(卦社会保障基金 (特別会計 ･事業会計､共済組合等､基金)の3部門からな
る｡公的企業 (独立の運営主体となっているもの)には､(∋中央 (一般会計､特別会計､公団､公
庫､特殊銀行､営団､その他)､②地方 (普通会計､事業会計､公社)の2部門から構成される5)
(図表1-6参照)0
2 政府活動の失敗
一般に政府 ･財政の機能や政府の政策過程また政府活動 (国や地方財政)は､消費者余剰と生産
者余剰を併せた社会的余剰 (社会的便益)を最大にするように行動すると考えられている｡ しかし
ながら､必ずしも理想的には機能しないため､実現される政策がパレート最適にはならない側面に
着目すると､｢市場の失敗｣に準拠して ｢政府の失敗｣と呼ぶごとができる｡ただし､｢政府の失敗｣
とは､市場の失敗ほどには確立された概念ではないが､効率性 (パレート最適)の達成に失敗する
こと､あるいは何らかの公平性を損なうという意味で用いられている｡ 次の点があげられる6)｡
(∋政府の政策は､その認識､実施および効果の実現までにタイムラグがあり､その効果の規模を正
確に測定することは不可能であること､(彰政策の効果は限定される場合がある｡ しかしながら効果
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図表1､一6 政府の範囲と分類
社会保障
基 金.
公的企業独立の運営
主体となっ
ているもの
一般会計 (公務月賃貸住宅をぬく)
特別会計 造幣局(貨幣回収準備基金),国有林野(治山),国営土地改良.
港湾,空港,道路,治水,登記,外国為替資金,国立学校,国立病
院,農業経営基盤強化措置,特許,自動車検査登鈍 電源開発促
進対策,交付税及び譲与税配布金,国債整理基金,石炭並びに
石油及びエネルギー帯要構造高度化対策,特定国有財産整備
事業 団 (社会福祉 ･医療 ･ 農畜産業振興を除く)
その他 【誤 書芸 若 諾 急 芦送大学･新エネルギ~稔合開発棟構J
普通会計 (公務月賃貸住宅を除く)
事業会計 贋 諾 水道･国民健康保険 直`診勘定'･公益質屋･公立大】
その他 (財産区,地方開発事業団,港務局)
特別会計 ･事業会計 く中央)(厚生保健,船員保険,国民年金,労働保健)
く地方)(国民健康保険(事業勘定))
共済組合等ほ 課 業 認 諾 駄 誤 認 急貸 方公務･J
基金 憎 悪誤 急 晋安富富農公務災害補償楓 馳 年金･石炭鉱糾 】
一般会計 (公務員賃貸住宅)
特別会計 (一般政府以外の特別会計)
公 団,公庫 ,特殊銀行,営団
事業団 (社会福札 医軌 農畜産業振興)
普通会計 (公務員賃貸住宅)
事業会計
公営企業会計 (病院,公共下水道を除く)
その他公営事業会計 (収益事業,農業共済事業,交通災害共済事業)
公社 (地方住宅供給,土地開発,地方道路,地方駐車場)
出所 :杉本和行編 『平成11年度版 図説日本の財政』6頁
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の限定をはずすために､経済的誘因を伴わない規制を行なったとしても､この規制は適正に作用し
ないこと､(彰政治家の圧力､公共部門の組織間の利害調整により､立案された政策が予想どおりの
効果を発生できないこと､④政府に働く人々の目的は利潤最大化ではないため､社会の変化に対応
する誘因にかけることである｡具体的には､次の6つのケースがあげられる7) 0
① 不完全情報 不完全情報は有権者の側と政党の側の双方に生ずる｡有権者の側の情報不足
は､情報を得る便益と費用を比較した結果選択されるもので､｢合理的無知｣(rationalignorance)
と呼ばれる｡ 合理的無知を行使する有権者は自己の厚生にとって重大な影響を及ぼすような問題に
は十分な情報収集を行うが､そうでない問題には不完全な情報のまま決断する｡
② 不完全競争 市場の場合､供給者が少数であればそれらの供給者間で販売量の協調がなさ
れ､パレート最適の達成が妨げられることがある｡ 同様に政治過程でも､少数の政党間で競争を避
けるため､有権者に取って有利な政策があっでもあえてそれを提示しない場合もある｡すべての有
権者にとって望ましい政策がある場合でも､それがタブーのため野党により採用されなければ､与
党はパレート最適をもたらさない政策を採用しながら政権を維持することができる｡ よって､政的
過程はパレート最適を保証せずに政府の失敗が生ずる｡
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③ 多数政党 多数の政党が競争する状況では､一般的に単独で過半数の得票率 (議席率)を
得る党はないので連立政権の形成が問題になる｡連立提携を形成するにあたって政党が考慮すると
考えられる要因は､政権に加わることの利得と政策の同異の2つの要因である｡したがって､連立
政権により実現される政策は､政権を構成する各党 (連立与党)による政策調整を経て決まる｡ そ
のため､連立与党のすべてがパレート最適である政策を掲げていた場合も､ 叔策調整の結果採用さ
れる政策はパレ∵ト最適ではない可能性がある｡ このように多数の政党競争は連立提携の政策調整
プロセスを要することで､パレート最適の達成を困難たらしめ政府の失敗の一因をなす｡
④ 利益集団 利益集団の介在は効率性の問題のみならず､同時に公平性に関する問題を引き
起こす｡圧力活動は資源を浪費する可能性がある｡利益集団の活動はパレート最適を損なう｡
⑤ 官 僚 官僚とは､一般に中央省庁で裁量権を与えられている管理職 (課長職以上)を
指す｡官僚は立法 ･行政に関する実務を担当ので社会の現状やさまざまな制度に関する情報を蓄積
する｡その結果､立法過程でも法律の執行過程でも裁量の余地をもつ官僚の役割は大きい｡その際､
官僚は与党や有権者1g)選好を尊重するよりも独自の動機に基づき政治過程に関わる場合がある.そ
の結果､パレート最適が達成されない可能性は高くなる｡
⑥ 所得再分配 一般に自由市場経済で実現する所得分配を ｢公平｣なものとみる根拠は､
｢生産への貢献に応じた分配｣の達成である｡発達した自由市場経済を持つ国々では､生活保護､
無償の公的教育､贈与 ･相続税など最低生活保障や機会均等化のための政策は多かれ少なかれ実施
されているが､それらの政策はすべて政治過程を通過したものである｡再分配政策による最低生活
保障や所得格差縮小は､人々に広く受け入れられる政策で政治過程を通過したものであるが､それ
らの政策は多かれ少なかれ効率性を犠牲にする場合がある｡ このように政府は､利害の異なる経済
主体やさまざまな利益集団により構成されるので､調整役として政府が市場へ介入しても市場の効
率性が改善するかどうか疑問がある｡ また政府の介入が適切ではない､政府の介入が必要ない市場
に政府が介入することにより､かえって市場の効率性が低下し適正な資源配分ができない状況が生
ずる場合がある｡
3 社会資本整備における公民連携と事業連携
1 社会資本整備および公共施設整備の変遷
社会資本とは､生産活動に直接関連した生産資本に対して生産活動に間接的に機能する公共性を
もった資本で､社会的間接資本 (SocialOverCapital)と呼ばれるものを指す｡一般に次の3つの
範噂に分けられる8)0
① 生産基盤に関するもの 道路､鉄道､港湾､空港､電気通信施設など交通通信施設､農業
基盤､林道､漁業など第1次産業施設､工業用水道､工業用地造成､流通施設など第2次､第3次
産業関連施設を併せたものである｡
② 生活基盤に関するもの 住宅､宅地造成､上下水道､公園､駐車場など住宅 ･環境衛生施
設､学校 ･社会教育関連施設､体育 ･文化施設､博物館など教育文化施設および保健所､病院など
厚生福祉施を併せたものである｡
⑨ 国土保全に関するもの 治水､治山施設､海岸施設などである｡
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社会資本の内容や社会資本整備における公共と民間の役割分担は､経済社会の変化に伴い大きく
変化してきた｡社会資本の分野別にその整備主体の推移を歴史的に概観すると､国土保全施設など
幾つかの分野では､｢貫して公共主体による施設整備が進められてきた｡それに対して､交通､電
気､通信､エネルギー､文教､厚生福祉などの分野では､その内容や社会資本の充実度により異な
るが､民間主体による社会資本整備が近年相当行われている?したがって､今後の社会資本整備の
在り方を考えていくにあたっては､公共主体による社会資本整備のみ凍らず､民間主体による社会
資本サービスの提供の観点にらいて_も着目していく.ことが不可欠な課題である｡
このような観点より､近年公共事業を効率的に推進するため民間事業者の有効活用を図る､いわ
ゆるPFI(PrivateFinanceinitiative)方式が注目され､議員立法により ｢民間資金等の活用に
よる公共施設等の整備等の促進に関する法律｣､通称PF､Ⅰ推進法が成立､施行され､種々の案件
が検討されている｡ 一方､ボランティア活動などの市民活動を中心とした非営利組織､いわゆるN
po(NonprofitOrganization)は､少子高齢 ･成熟社会における福祉 ･環境 ･まちづくりなどの
分野におけるサービス供給の新しい担い手として､期待され､議員立法により ｢特定非営利活動促
進法｣､通NPO法が成立､施行され､多くのNPO法人が認証されている｡
2 公民協力による事業連携の考え方
社会資本の特性には､｢外部経済の存在｣｢共同消費の性格｣｢整備に当たっての費用逓減｣など
の点で､いくつかの特徴があげられる｡社会資本を､(∋排除可能性 (社会資本のサービスを排他的
に独占的に利用できるか否か)という視点と､@供給される社会資本サービスの目的 (基礎的サー
ビスの提供か否か)の2つの視点より捉え､両者の関係性を図示したのが図表1-7である9)0
まず､排除可能性また受益者 ･原因者の特定の可能性の面に着日すると､例えば国土保全施設の
ように､排除あるいは受益者 ･原因者の特定が困簸な社会資本は､そ′もそも市場での耶 Iが困難で
あることから専ら公的主体により整備されることとなる｡ 次に､サービスの目的に照らして考える
と､公営住宅等シビルマニマムの確保を保障する基礎的なサービスを提供する社会資本は必需性が
高く､公平かつ安定的に供給されるべきもので､公的主体による整備が基本となる｡逆に排除可能
性が大きく必需性の小さな社会資本で市場性が大きく付加価値の大きい社会資本は､民間主体がそ
のノウハウを積極的に活用し､適切な対価と引換にニーズに的確に対応した整備を進めることが期
待される｡
他方､両者のどちらにも属さない中間的な領域が存在する｡この中間的な領域は､潜在的には民
間主体による整備が可能ではあるが､｢外部経済性｣｢費用逓減性｣等を踏まえて適正な供給を確保
するなど､社会経済上の何らかの要請により公的主体により整備が進められる必要がある領域であ
る｡
3 公共サービスと民間のサービスの境界領域のサービスの位置づけ
公共サービスには､本来明確な公共部門と民間部門の区別があるわけではない｡それは自治体業
務の歴史を見ても明らかである｡例えばイギリスでは､産業革命以降の工業化､都市化と同時にそ
れに起因する社会問題､労働問題などが表面化したことに伴い､警察､救貧､公衆衛生､街路､住
宅､上下水道､清掃､教育等､政府の機能 ･役割が限りなく拡大された｡わが国でも同様に､かつ
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図表1-7 社会資本整備主体の官民分担とその推移 (イメージ図)
受益者負担の可能性
市 場 性
領域区分 領域の説明 領域の事例 他領域へのシフ_ト要因 (G-P､p-G) シフトの事例
の特定が困姓であるため公 一般道路 .等 での取引も困薙となり､シフトも困
的主体による整備が基本となる領域○ #O
G2 シビルミニマムの確保を保 公営住宅 政 ･基本的にはシフト困難 .民営化にし
障するため公的主体による 急医療 等 でもシビルミニマムを充足する供給
整備が基本となる領域o が保障されるだけの需要密度､技術､経験､制度的枠組等が蓄積された場合､シフトもある○ ′
G3 潜在的には民間主体によ.る整備の可能性があるが､外部経済性､費用通減性等を踏まえたす-ビス供給量や料金水準の適正化､その他 有料公営交通高等教育 等 ..親制緩和による民間活動領域の拡大○A-A′電気通信事業分野への民間企業参入･技術の蓄積､クリティカル .マスの B-→B′明治時代の
特定の政策意図の実現の観 クリアー､リスクの減少等により産 官業の民営
点から公的主体により整備 業が成熟化し､民間主体に移行O . 化
P 民間主体による社会資本整 私鉄 ･保障すべきシビルミニマムのレベル C-→C′公営住宅の
傍の領域o 電気事業 等 アップまたはそれに伴う平均的水準の向上o A-A′水準向上
(注)1.Gl､G2の領域に属するものであっても､械能の複合化を図ることにより､付加された機能に着目
して民間活動の活用を導入する等､様々な工夫を講ずることはあり得る (例えば､国土保全事業にお
けるNT T-Aの導入)｡また､長期的には､技術の進歩が排除可能性に影響を及ぼす結果､G1
領域が変化することも考えられる｡
2.本表での社会資本とは､従来どお り有形固定資産を念頭に置いている0
出所 :経済企画庁総合計画局編 『今つくる明日への社会資本』44頁
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てはゴミ処理や町村道の道路改修などは一般家庭や町内会等の自助努力による共同処理作業として
行われた時期もあったが､現在ではゴミ収集処理や廃棄物処理は自治体の固有業務である. このよ
うに自治体や政府の機能や役割は近年増大化する傾向にある｡つまり､公共サービスの内容やサー
ビスの提供水準や内容は､時代とともに変化すると同時に地域の状況によりそれぞれ異なる｡
｢公的領域 ･共的領域 ･私印領域｣の3つの概念について､｢採算性｣と ｢公共性｣の2つ軸の
視点より､公共サービスとその供給主体との関係性に?いて､公共サービス領域の変化 ･変容を捉
え､その時代的変遷をモデル化して整理したものが図表1-8-①である10)｡ 図表の中で 【abcd】
で囲まれた領域は､サ⊥ビスの需要を示し､サービスの性質から次の3つに分類される｡
① 公的領域のサービス :【aehd】:不可分性､非排除性､非競合性
② 私的領域のサービス :【bcgf】:可分性､排除性､競合性
③ 共的領域のサービス :【efgh】:公と私の中間領域､グレイゾーン
図表1-8-@は､サービスの供給領域を行政や民間 (企業)の事業主体別に示したものである｡
これら2つの図表を組合せた図表1-8-③は､サービスがいかなる事業主体によりいかなる領域
によって供給されているかを概念的に示したものである｡このモデルにより公共サービス需要の歴
史的変遷を､①高度成長期前､②高度成長期､③安定成長期の3期に分けてみてみる11)0
① 高度成長期前 高度成長期 (1955年頃)前まではこわが国では従来からの大家族制に基づ
く血縁コミュニティが存在していた｡戦後の高度成長期前はこの大家族制が存続し､地域でも相互
扶助の役目'%果たしていた｡図表1丁8-④に示すように､共的領域の多くは家族および地域で担
われていた｡
② 高度成長期 高度成長期 (1955年～1974年頃)には､都市に人口が集中した結果､公害､
福祉､交通など多くの ｢都市問題｣が激化した｡経済成長がもたらされた反面､都市社会でのコミュ
ニティの崩壊を伴い､身障者､交通事故被害者､老人､貧困家庭など多くの弱者対策としての福祉
に対する行政需要が増大した｡また､経済成長に伴い､住民の行政サービスへの欲求は生活の様々
な基礎的サービスから文化スポーツなど多様化､高度化した｡一時は､松戸市の ｢すぐやる課｣に
見られたように､住民のあらゆる注文 ･苦情の解決がすべて行政サービスであると考えられた時期
もある (図表1-8-⑤参照)0
③ 安定成長期以降 安定成長期以降 (1975年～)は､1973年のオイルショックにより社会経
済環境は大きく変化した｡｢福祉ただ乗り論｣が台頭し､財政難を理由に行政改革や福祉見直し論
が勢を得てきた｡行政サービスは増大するもので､それ自体が ｢善｣であるという神話は揺らぎ始
めた｡このような状況で行政領域の拡大には限界が生じる一方､家族や地域の役割が質的な変化を
遂げる過程の中で､図表1-8-⑥に示されるように行政 ･民間 (企業)家族 ･地域の中間に､そ
のいずれの主体的にも解決されない ｢すき間｣が生じてきた｡このすき間は､生活様式の変化に伴
う共的領域サービス 【efgh】需要の増大によって､一層増大する傾向がある (例 :一人暮らし老人
の介護サービス需要､夜間保育サービス需要)｡このすき間の部分のサービス需要を満たすために､
誰がどのような形で供給し､また費用をどのように負担すべきか､また行政の責任範囲と限界はど
こにあるのかということが大きな問題となっている｡ とりわけ､行政と民間との役割分担と行政 ･
民間の両者が相互に関わり合っている共的領域 (グレイ･ゾーン)に対するサービスの対応のあり
方が問われている｡この状況は､バブル経済期以降の現在に至るまで基本的には続いている｡
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図表1-8 公共サービスの供給
1-8-① 公共私の領域分窟 (概念図)
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出所:図表1-8-①～1-8-⑥は 『新しい公共サービスの供給方式』5-7頁より作成
神奈川県自治総合センター
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4 行政サービス需要の多様化 ,･高質化への対応 ,
｢公共サービス｣も ｢行政サービス｣も､意味すえところは､ある特定のグループのために供さ
れるサービスというものやはなく､広く公衆のために供されるサービスである.｢公共サービス｣
とは広義の意味で社会に供されるサービスであるのに対し､｢行政サービス｣とは狭義の意味で行
政機関や行政部門により供されるサービスである｡ 一般に､｢公共サービス｣の供給は､(彰行政部
門によろサービスの供給と､②民間部門によるサービスの供給とに分けて考えられる｡ づまり､公
共サービ女のうち､国および自治体等の行政により供給されるサービスを ｢行政サービス｣と呼ぶ｡
それに対して､民間企業等により供給されるサービスを ｢民間サービろ｣と呼ぶ｡このような行政
サービスの需要と供給の変化は､次のような観点より▲捉えられる12? 0
① 行政サービスの多様化 ･高質化 社会資本整備に対する地域住民のニーズは､近年では､
道路､交通機関､下水道､文化 ･教育関係施設､福祉 ･厚生 ･医療関係施設､公図･緑地 ･体育関
係レクリエーション施設へ甲ウェイトが高まる傾向にあるのに対し､代表的な社会資本である上水
道､住宅､ゴミ処理､官公署の支所等の施設整備要求は相対的に低下する傾向にある｡また､週休
2日制の普及に伴う余暇時間の増加と生涯学習意欲の向上と相まらて､これらの中でも特に体育 ･
レクリエーション施設､･文化 ･教育関係施設およlび老人人口の増加に伴い福祉 ･厚生 ･医療関係施
設への整備拡充要求が高まってきている｡要するにこ行政施設サービス需要の要求が､生産基盤関
連施設から福祉 ･教育関連施設に移行する傾向にある｡
他方では､文化関係施設やスポーツ関係施設は､近年､民間企業によって施設整備が行われる傾
向がある｡これらの施設が公共施設として整備される場合は､利用時間の制約や利用条件の制約等､
施設利用に際して不便をきたす場合も生ずるが､民間施設や公設民営化施設による場合には一般に
そのような不都合が生ずることは少ない｡図表1-9は､全国総合開発計画における公共施設整備
に対する考え方の推移を示したものである13)｡
② 行政サービス供給体制の変化 ･多様化 地域住民の行政需要の量的拡大と質的拡大に伴い､
自治体の行政サービス供給体制は従来の直営方式では財政的にも行政効率化の面からも困難となり､
行政サービス､公共事業の外部経営方式 (事業の公祉化､民間委託方式)が広がっている｡すなわ
ち､行政サービスを安価に供給できLればその供給主体は問わないという傾向が強まってきた.これ
は､自治体が供給するサービスや事業が単に低廉で効率性に富むという観点からのみ外部委託方式
を採用するのではなく､自治体が責任を負うべき本来の公共性を堅持して ｢最少の費用で最大の福
祉｣につをがるように行政サービスの供給体制のメカニズムの確立を図るものである｡行政サービ
スの性格と責任性の保障等を考えながら､公共側と民間側が機能分担を図り行政サービスや事業推
進をする方 (第3セクター､PFI､など)が､時と場合によって適切なサービスの供給ができると
いう考え方が芽生えてきたことにも起因する｡
③ 行政需要の多様化と財政の企業化 ･ 社会資本整備に対する考え方が変容する一万で､サー
ビスの経済化が進んでいる｡この状況下で多くの自治体は､住民の多様化する行政需要に接し､地
域振興と地域福祉を達成するため､地域住民に最小の費用負担と事業コストを義務づけ､行政サー
ビスを効率的 ･効果的に供給していくという方法を強めつつある｡これは､自治体を一つの経営体
とみなして運営し､行政需要の性格と受益関係を明らかにし､それに応ずる利用者に経済的応分の
負担を求めていくというような財政の企業化を意味しているといえる｡ちなみに､自治体が行う多
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図表1-9 全総における公共施設に対する考え方の推移
全線 (昭和37年) ･ 新全総 (昭和44年) 三全稔 (昭和52年) 十四金 紋 (昭和62年) グラン ドデザイン(平成 7年)
中心 的 な コ ン ･地域 間の均衡 あ る発展 ･豊 か な環境 の創造 ･定住構想 ･多極分散型 国土の構想 生活の豊か さが両立す る世
背景等 1 ･国民所 得倍増計画 ･社 会資本ABC論 ･環境公害問題 の深刻化 ノ ･安定成長期 か らバ ブル経 ･バ ブル経 済崩壊 p
･過密 と過疎 ･ニ クソ ンシ ョック日本列 島改造論第一次石油危機 済へ の移行 ･産業構造変化高度情報化 .地方分権 .
令共 施設配置 ･過密都市 か らの官庁 ､学 ･広域生活圏の形成 ･工業再配置 と基盤整備 ･安住圏 を基礎単位 として ･分散型国土 の形成 と分散
校､工場､墓地等の移転 ･モー タリゼー シ ョン等の ㌔.教育､文化､医療施設の 広域 的な圏域 で構成 され が拭難な株能のバ ックアツ
･跡 地の再 開発促進_ 進 んだ段 階 におけ る広域 適正 配置 る他極分散型 国土の形成 プ シス テム整備
市 に よ■る過大都市 の校能 土再編成 置 るネ ッ トワー ク形成 多元化
施設に の一部肩代 わ り ･地方 にお ける高等教育棟 ･ネ ッ トワー ク化等 に よる
-.大規模工業 開発地区､大規模地方 開発都市 な ど 関の適正配置 p 広域 的防災生活圏 .危桟管理体制
整備施設 【諸都市 の整備】 【大都市 の環境保全 】 【大都市 の総合 的環境 】 【都市活力 の充実】
･住宅､文化施設､観光施 ･工場 ､学校等 の分散､移 ･公民飽 ､スポー ツ施設､ ･イ ンテ リジェ ン ト .ビル
対 -設等 の生活環境施設 _ 転 と跡地再 開発 ､ ビジネ . 図書籍 な ど生活環境施設 等の事務所､国際会議場､
･学校 教育､社 会教育､産 スセ ンターの計画的配置 の整備 国際見本市等
す _ 業職業教育 な どに関す る ･職住近接 の高層住宅 ･人口急増地域では幼稚 園､ 【都市環境 の整備 】
諸分野 の一体的整備 ー ･'父 ｡の レク リエー シ ヨ 小 中 fl ･ 高 宅 月
る考 ン施設 ゴ ミ処理施設の整備 ･廃 棄物嘩却施設､大都市
･ 宅､一 月 ､ 地 におけ る 圏 圏の 域 的 理
フこ方 L設､■ゴ ミ処理施設 ･中心 となる地方都市 では 良質な住宅の供給
･国際的教育校 閲 教育上文化､商業､業務､ ･福祉 サー ビス と住宅供給
【地方都市の環境保全】 娯楽等の核 となる教育横 の連携
･国際級会議場 ､休暇村､ 閑､高次医療施設､.美術 【地方都市】
医療 セ ンター､文化セン 館等の文化施設､スポー ･高等教育棟関の立地
I;タ｢､青少年 セ ンター等 ツ施設､レクリエーシヨ ･地方 中枢 .中核都市 での
･研 究校関､大学等 の教育 ･公民館､集会場､老人福 ･ベンチ ャー ビジネス育成
新 しい社 ･地域格差 の是正 と過大都 ･都心部 は広域 生活圏の中 ･大都市 に集 中 しす ぎた敦 ･東京二極 集中の是正 ･国際交流基盤の国土 の中
会ニーズ 市 の防止 心 としての都市横 能強化 育､文化､医療 施設の適 ･国際化対応 へ の適正 な配置
対応 ･過大都市 の既在施設 の分 (移転すべ き倉庫､工場､ 正配置 国際的な余暇 .レクリエー ･選択的社会資本整備 と投
敬.公共施設整備 .市街 墓 地､住宅等の再配置と ･大都市 におけ る工業の過 ン′ヨン 資の重点的 .効率的配分
地再 開発 に よる都市機能 構 築物 の共 同化 .高層化 皮の集中 を再配置 国際交流､情報 .通信基
の高度化 に よる再 開発) 盤 の整備
･国際観光拡大 に向けた宿 ･人口激減 山村 で は住民 の ･長寿社会へ の対応
泊施設等 の整備拡充 日常生活環境施設需要 をほぼ充足す る地域生活 センター を設置 .充実 ･都市機能の24時 間対応,.ネ ッ トワー クに よる安全対策
事業化 ･大規模 プロジェク ト ･民間部門が実施主体 とな ･イベ ン ト､交流粗放作 り､ ･広域 的 な地域 間の連携
公民 の混合方 式や民 間企 り民 間活力 と資金 を活用 ･広 報活動等の ソフ トな事 ･地方の地域住民､地域企
業 の共 同新 会社 方式､こ ･■した準 公共的事業 を推進 薬事法 の活用 菜､非営利 団体､公的横
れ に民 間デ ィベ ロ ッパー ･公共性 の強い事業や投 資 ･第三セ クター､協議会等 関等の多様 な主体 の地域
が参加 す る方式 な ど の懐妊期 間が著 しく長 い に よる地域住民､企業､ づ くりへ の参画
資料 :全稔 関連資料 よ り作 成
出所 :国土庁計画 ･整備局監修 『複合と連携』63-64頁
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種多様な行政サービスは､それぞれ設置された⊥般会計や特別会計など会計区分ごとに財政活動の
結果が示される｡現在､自治体が地域の財政活動に主体的な役割を果たしている｡また､自治体の
事務や事業の二部を広域的に連携した一部事務組合や広域行政圏､行政サービスを代行 ･補完する
ため設立された地方公社 ･第3セクターも関連団体として財政活動を行っている｡ したがって､自
治体の行政サービスと財政活動を実質的に捉えるには､これらの関連団体も含めて考える必要があ
る｡
④ 公共サービス部門への民間参入の条件. 一般に､公共サービス部門へ民間活力を導入する
ための原則的な判断基準は､採算性の有無である｡採算性があると考えられる事業としては､①一
定の需要密度が存在し､②受益者の特定か可能であり､③その受益者がある程度の費用負担力を有
しており､④投下資本の早期回収が実現できる条件が備わっている事業で､⑤民間の経営力 (コス
ト低減の追求力､技術開発力､.市場開拓力､人材力を諸元とする総合力)により民間資金が効率的
に回転し､その責任の範囲内で継続的に需要者側に応えるべき一定サービスを供給できるという事
業分野で､第3セクター方式､PFI方式による民間企業との連携や協力が考えられ･る｡一方､市
場性が乏しい分野ではボランタリー活動やNPO活動などによって､行政サービスをカバーする行
政補完型組織などが必要とされる局面が生ずる｡
4 国財政と自治体財政の相互関係
1 国民経済と地方財政
国財政と地方財政との間では､相互に密接な関係がある｡国の法律や政策に基づき国から自治体
に対し､補助金等の国庫支出金の交付や国が徴税した歳入の一部を地方交付税交付金や地方譲与税
として交付するなど､国から自治体に対し財政支援的措置がある｡一方､自治体は国の直轄事業に
協力する｡自治体の当該地域で実施される河川改修や道路整備事業等の国直轄事業に対し､その事
業費の一部を分担する意味で自治体から国庫へ負担金 ･分担金を納付する｡
① 新SNAの取引主体の分類 新SNA(ASystemofNationalAccountS)では､公的
部門は ｢一般政府｣と ｢公的企業｣に区分される14)｡一般政府は､｢中央政府｣｢地方政府｣｢社会
保障基金｣に分類され､｢中央政府｣には一般会計､非企業特別会計､多くの事業団等が含まれる｡
｢地方政府｣には普通会計と一部の事業会計等が含まれる｡一般政府とは､わが国では財貨 ･サー
ビスの生産主体の分類である ｢政府サービス生産者｣と同じ範囲で､`通常の産業活動では経済的に
供給されることは極めて少ない共通基盤的なサービスを､無償もしくは生産コストを下回る低廉な
価格で社会に供給する主体と位置づけされる｡
② 国内総支出と地方財政 国民経済における家計部門､企業部門､政府部門の割合は次のと
おりである15)0 1998年度決算の国内総支出 (名目ベース)は､497兆2,258億円である｡ この国内
総支出に占める支出主体別の構成比は､家計部門は65.7%､企業部門は14.6%､政府部門は18.1%
で企業部門の構成比が増加している｡政府部門のうち中央政府および地方政府が国内総支出に占め
る割合は地方政府は13.4%､中央政府は4.4%である｡ 政府部門の中で地方政府の構成比は､小火
政府の約3倍である｡
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.･図表1-10 国`の財政と地方財政の関係
(%)
11年度地方財政計画
国の11年度一般会計 (普通会計)1
818,601億円 〔100.0〕 885,316億円 〔100.0〕､
歳入 . 歳出
? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ?
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地方債〔12.7).き丁〕
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歳入440,376億円 〔100.0〕
歳出438,942億円 〔100.0〕
(芸濃 鎧 譲与税)
歳入 歳出
公営事業会計へ 〔
国の特別会計
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･出所 :･『平成11年度版 図鋭日本の財政』101頁
I2㌦国の歳入 ･歳出と自治体の歳入 ･歳出の相互関係
① 国財政から自治体財政への移転的支出 国財政と地方財政の関係は､図表1-10に示すよ
うに国および地方財政の問は相互に依存関係がある16)｡ 租税総額に占める国税と地方税の割合は､
1998年度決算は国税は58.80/0,-地方税は41._20/Oである｡ また､.地方交付税と地方譲与税を国から地
方へ交付した後の租税の実質的な配分は国は41.7%､地方58.3%となっている｡ 国財政から自治体
財政に対する移転的支出は∴国が租税等を徴税した後にその税財源の一部を自治体に交付するなどJ
概ね次のように要約される17)0
1(彰 ｢地方交付税｣は､自治体が行う事務を等しく遂行できるように､国から自治体へ交付される
使途の制限がない一般財源である｡交付税交付の目的は､財政力の格差の解消､相互間の財源過不
足の調整､自治体間の平準化を図ると同時に､自治体の一定の財源を保障する機能をもつ ｡ 地方交
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図表1-11 国 ･地方を通じる純計歳出規模 (目的別)
防 恩 そ
衛 国土保全 産業 給 の
｢校閲費･-,骨｢-A-･及び開発費･一.･経済費,--･教育費･-.r-社会保障関係%･-･費･-･公債費･-･･他Il l l
:12.1% 3.2% 20.1% :7.9%: 14.1% 2.8% 1.1% 18.3% 0.4%
巴う㈹般行政普等 紛糾司法*1了察潤防普(10)防節費鋤の)国土煤全餐 餌 的 幽餌良林水塞莱質鋤伽商工費- u9 細物A費 軸 (10)氏坐普のつち午金関係(7)幽宿坐費節組住宅費等 船鍋忠袷費.
め学校教育普
㈹国土:開発.普 鰯災害復乃 担
浴(6カ氏坐普
(注)()内の数倍は､目的別経費に占める国･地方の割合を示す｡
出所 :『平成12年度版 地方財政自書』2頁
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付税の原資は国税の所得税､法人税および酒税の100分の32(減税等の関係で比率は変更されるこ
とがある)､消費税の100分の29.5､たばこ税の100分の25とされる｡国の一般会計から ｢交付税及
び譲与税配付金特別会計｣を通じ自治体に交付される｡また ｢地方特例交付金｣は､税制改正に伴
い実施される地方税の恒久減税による減収分の一部を補填するもので､当分の間､自治体の税収減
の一部を補う地方税の代替的な性格を有する財源として､国の一般会計から ｢交付税及び譲与税配
付金特別会計｣を通じて自治体に交付される｡② ｢地方譲与税｣は､それぞれの法律の目的 ･経緯
に基づき､国が徴税した租税を道路の延長 ･面積などの客観的な基準により自治体に譲与するもの
である｡現行の譲与税は地方道路譲与税､石油ガス譲与税､航空機燃料譲与税､自動車重量譲与税､
特別とん譲与税の5つある｡これらの一定額は､一般会計を経由せずに､直接 ｢国税収納整理基金｣
から ｢交付税及び譲与税配付金特別会計｣に繰入れられた後に自治体に交付される｡(勤 ｢国庫支出
金｣とは､国が使途を指定して自治体に交付する補助金､負担金､補給金等を指す｡国庫支出金の
対象事業は､公共事業費のみならず､社会保障費､教育等幅広い分野に及ぶ｡一方､自治体財政か
ら国財政に対する資金的流れは次のようなものがあげられる｡河川改修や道路整備事業等の国直轄
事業が実施される自治体では､当該事業費の一部を負担する意味で､事業費の一部を ｢国直轄事業
費の負担金分担金｣とされる｡また､自治体発行の ｢地方債の引き受け手｣として､国は自治体が
発行する地方債の一部を ｢政府資金｣(①資金運用部､②簡易保険局)などにより引き受けている｡
(多 国の歳出と自治体の歳出の相互関係 1998年度決算の国と地方の歳出純計額は､156兆3,831
億円で前年度と比べると5.1%増加である｡この歳出純計額を最終支出の主体に着目して国と地刀
に区分すると､国が57兆9,240億円､地方が98兆4,591億円で､前年度と比べると国が10.7%岬加､
地方が2.1%増加である｡ また歳出純計額に占める割合は､国37.0%､地方63.0%である｡ この撒
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出純計額の目的別および支出主体別の歳出額の構成比は､図表1-11に示すとおりである18)0
公営企業会計を含めた地方財政における道路､都市計画､環境衛生､厚生福祉､教育文化､上 ･
下水道､交通､病院等の生活環境 ･福祉 ･文化機能に係わる事業が歳出純計額､普通建設事業 (逮
設投資額)および単独事業費に占める割合は､それぞれ72.2%､72.0%､79.9%である｡ これらの
事業は住民生活に密接に関連した社会資本整備等で､国民生活の向上となる分野の費用の大半は自
治体が支出している｡
5 自治体における社会資本整備主体
1 ｢普通会計｣と ｢一般会計｣｢特別会計｣の関係
自治体の歳入および歳出は､｢一般会計｣および ｢特別会計｣により区分され､｢予算｣｢決算｣
される｡ ただし､これらの会計区分は経済事情や事業内容などにより､各団体は必ずしも一様では
ない｡そのため､地方財政ではこれらの会計を一定の基準で､①一般行政部門と②水道､交通､病
院等の企業活動部門に区分し､前者を ｢普通会計｣で､後者を ｢地方公営企業会計｣として会計処
理する｡｢普通会計｣とは､自治体の ｢地方公営事業会計以外の会計｣を指し､一般に自治体の
｢一般会計と特別会計の両者の会計間における繰入および繰出を差し引いた残りの合計｣の会計を
指す｡
｢一般会計｣とは､一般行政部門における公共サービスの提供に係る経費を会計処理したもので､
｢特別会計｣とは一般行政部門以外における公共サービスの提供に係る経費を会計処理したもので
ある｡｢地方公営事業会計｣とは､自治体の経営する公営企業､国民健康保険事業､老人保健医療
事業､収益事業､公益質屋事業､農業共済事業､交通災害共済事業および公立大学付属病院事業に
係わる会計の総称である｡
2 ｢普通会計｣決算額と ｢地方公営事業会計｣決算額
1998年度の地方財政状況について､全国自治体 (47都道府県､3,232市町村､23特別区､2,264一
部事務組合)の普通会計純計決算額は歳入総額は100兆8,689億円 (前年度は99兆8,878億円)､歳出
総額は100億1,975億円 (同97兆6,738億円)である｡前年度に比べ､歳入は3.0%増加 (同1.4%減
少)､歳出は2.6%減少 (同1.4%減少)で､歳出 ･歳入 ･歳出ともいずれも2年ぶりの増加であ
る19)0
一万､1998年度地方公営事業決算額は収入45兆8,453億円､支出45兆6,459億円で差引1,993億円
の黒字である｡前年度1997年度の地方公営事業決算額は､収入45兆201億円､支出45兆379億円で差
引129億円の赤字であった20)｡
3 地方公営企業の概況
自治体は各種多様な事業を経営している｡地方公営企業を経営している自治体は1998年度末現在､
団体数は3,271団体 (企業団 ･一部事務組合のみに加入している27団体を含む)である｡その内訳
は47都道府県､12指定都市､3,212市町村で､これらの団体が経営する地方公営企業の事業数は11,581
事業で､前年度に比べ2.1%増加している21)｡ この地方公営企業 (事業数11,581事業)の事業別の
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内訳をみると､最も多い割合を占めている事業は ｢下水道事業｣｢水道事業｣(簡易水道を含む)
｢観光施設事業｣｢病院事業｣の順に多い｡これらの地方公営企業のうち､①地方公営企業法の全
部または一部を適用している事業が法適用企業で､②それ以外の事業が法非適用企業である｡ ①
｢法適用企業｣とは､地方公営企業法の全部を適用することが法律で定められている ｢上水道｣
｢工業用水道｣｢軌道｣｢鉄道｣｢自動車運送｣｢電気 (水力発電等)｣｢ガス｣の7事業と法律により
服務規程等を適用するように定められている ｢病院事業｣(これらは当然適用事業である)､また条
例で全部または一部を任意で適用する事業である ｢簡易水道｣｢下水道｣(これらは任意適用事業)
がある｡一方､② ｢法非適用企業｣とは､任意適用事業のうち､法律を適用していない事業である｡
｢その他の地方公営事業｣として ｢港湾整備事業｣｢市場事業｣｢と畜事業｣｢観光施設事業｣｢宅地
造成事業｣｢有料道路事業｣｢駐車場整備事業｣｢その他の事業｣がある｡ ちなみに､地方公営事業
(法適用企業と法非適用企業の合計)総数の推移をみると､1989年度の事業数は8,866事業である｡
それ以降の各年度について､1990年度9,030事業､1991年皮9,282事業､92年皮9,686事業､93年度
10,035事業､94年度10,383事業､95年度10,729事業､96年度11,048事業､97年度11,346那業､98年
皮ll,581事業と年々増加傾向を示している22)0
6 自治体における ｢都市 ･地域政策の推進機構 ･組織｣
1 住民需要と供給主体
一般に住民需要に対応する組織として､公的需要は政府 ･自治体が供給し､私的需要は企業が供
給し､中間需要は受益者負担を原則とする公営企業が供給すると類型化されるが､現実の住民需要
の性質と供給主体の組織は必ずしも明確に一致しているわけではない｡公共財とみなされる肘 ･サー
ビスでも一部は民間企業が供給する｡ また､市場財とみなされる財 ･サービスも一部は自治体が供
給する一方で､準公共財とみなされる財 ･サービスは中間形態としてさまざまな供給主体により供
給されている｡ 自治体が従来の行政分野だけで財 ･サービスを供給しているだけでとどまるのであ
れば従来の供給体制で充足されるであろうが､行政需要の多様化高質化に伴い行政側の財 ･サービ
スの供給体制の対応も変化がせまられ､行政サービスの供給体制は､実際には多種多様な供給体制
がとられている｡したがって､ようなサービス･事業を､どのような供給体制で供給するのか､サー
ビス･事業内容と供給体制の在り方をよく検討する必要がある｡また､自治体の虹菅方式､地方公
営企業方式､公私混合方式､民間委託方式のいずれを採用する場合であっても､行政罰任の範囲は
経済的法律的責任はともかく､政治的行政的兼任は免れないことを認識すべきである｡図表1-12
は､住民需要と供給主体の両者の関係を整理したものである23)0
図表1-12 住民需要と供給主体
財 組織 公 共 団 体 公 営 企 菜地 方 公 社 企 業e-
公 共 財 - 般 道 路 公社有料道路 民 間有料道路
準 公 共 財 老 人 ホ ー ム 軽‡守老人ホーム 布料老人ホーム
(注)r都市経常システムの開発Jl18頁
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2 自治体における公企業と外郭団体
自治体が公共サービスを供給する場合は､①一般会計､②特別会計､③地方公営企業､④地方公
社 (第3セクターも含む)によるサービス供給など､さまざまな事業態様によって事業が推進され
る｡一般に､自治体の外郭団体とは､自治体が出摘 ･出資をした①出資法人である地方公社 ･第3
セクター (財団法人形態の公益法人型と株式会社形態の営利法人型がある)を含め､(参入的 (職員
の出向派遣等)､③金銭的 (補助金 ･奨励金等の支出)､④業務的 (業務委託の恒常的･定期的業務
の発注等)な側面より直接的間接的に関係が深い自治体から独立した法人 ･団体をさす｡これらの
図表1-13 外郭団体の類型化
経 営 区 分 事 業 団 事 例
開発壁 公共セクター方式 土地開発公社､地方道路公団､地方住宅供給公社､
地域開発公社､都市整備公社､農業開発公社
第3 副都心開発会社､ふ頭開発会社､団地造成会社､
再開発ビル会社､都市交通会社､流通センター会社
管哩壁 公 社 方 式 公園協会､市民会館管理公社､駐車場公社､労働福
祉センター､文化 .市民会館
民 間 企 業_方 貿易展示館 (秩)､-.余暇施設 (株)､空港ビル (秩)､
観光バス (秩)
棉完壁 行 政 代 行 方 式 環境衛生公社､学校給食公社､住宅管理センター､
水道サービス協会､中小企業センター
協 力 観光協会､福祉協議会､老齢福祉事業団､婦人協会､
出所 :r地方自治の経営j148頁
図表1-14 サービス供給原則と第3セクター経営原則
類型 業 務 内 容 サービス供給対象 サービス性格分類 サービス供給原則 経 営原則
代行壁隻託型 施設の管理運営 有料施設 利 用 者 混 合 財 -部有償 収支均衡経営(受託料)
一般公園 全 住 民 公 共 財 無 償
地域サービス 保健衛生
学校給食 利 用 者 混 合 財 一部有償
内部事務サービス 庁内清掃計算業務 自 治 体 市 場 財 全部有償
独自型 地域開発産業振興 工業団地商 ビル 企 業 市 場 財 余剰有償 収益的経営(利用料)住宅用 利 用:者 全部 均衡経営
地域サービス CATV
･有料福祉 混 合 財 一部有償 部分的均衡経営(利用料+補助金)
出所:成瀬龍夫他編 『公社･第3セクター の改革課題』121頁
新潟産業大学経済学部紀要 第24号 45
外郭 ･団体は①開発型､(彰管理型､③補完型の3つに類型化され､それぞれ①開発型は市場メカニ
ズム､②管理型および補完型 ･行政代行方式は効率メカニズム､③補完型 ･行政協力方式は参加メ
カニズムが基本的な経営原則として適用される24) (図表1-13参照)0
ちなみに､1998年度末現在､自治体の公企業､外郭団体には次のようなものがある｡(D直接経営
の地方公営企業数11,581､②間接経営の地方公社 (1999年調査の法人数)法定三公社 (特別法人)
1,597法人､財団法人4,406法人､社団法人548時人､株式会社3,266法人､有限会社218法人で､地
方公社総数は10,135法人である｡この地方公社総数の推移 (旧自治省で3年毎に調査が実施される)
をみると､1987年調査時には4,720公社であったが､それ以降は1990年は5,477公社､1993年は6,659
公社､1996年は9,344公社､1999年は10,135公社と近年調査時の皮に大幅な増加傾向を示してい
る25)｡ 地方公社の中では､民間も出資した､いわゆる第3セクター方式によって設立された法人
も増加傾向にある｡
図表 1-14は公共サービスの供給形態と第3セクターの経営原則の関係を盤理したものであ
る26)0
3 都市 ･地域政策の推進横構 ･組織
自治体行政では､一般市民の協力が不可欠であることはいうまでもない｡市民や住民が行政に協
力する場合には､①法律や条例等に基づき協力するケースである民生委員や統計調査月など､②任
意的 ･自発的に協力するケースである各種モニターや委月会委員の2つのタイプがある27) (図表
1-15参照)これら行政協力を推進する場合は､①個人参加型 (ゴミの山し方改革等)､②ボラン
ティア型 (リサイクル運動等)､(彰コミュニティ型 (資源ゴミ等の免田回収等)､④モチーフ型 (主
婦の荒ゴミ調査等)､⑤モニター型 (不法投棄監視制度等)など多種多様な市民 ･住民による協力
方式 ･協力形態の設定などが考えられるが､実効性があがるように様々な観点より工夫することが
表1-15 行政協力等の類型分類
区 分 耶 菜 名
行 政 受 託 型 老人いこいの家管FJ!_.迅常､区民版広報誌の配和､法相相談､百日咳サー ベイ､*統計調査E1
行 政 協 力 型 路上駐印追放､市民公国の維持管理､*TTJ-政モニター､*道路モニタ-､*消珊生活モニター､*クリーン作職
市民委只､救急協力医
共 同 処 理 型 *区民会談の迅営､飼い犬モデル地区､*民生委f1活動､
市民音楽祭､青少年育成市民迅動､地区衛生の保全
住 民 協 力 型 *学校施設開放運営会､老人クラブの運営､私道舗装､
地域集会所班設運営
住 民 自 主 型 児童公園等の維持管理､ハミング広場の維持管理､*ひとりぐらし老人友愛訪問､花壇コンクール､ボランティ
(注)*印は､市政協力月をさす｡
(出典) r52年度神戸市報告杏J36頁｡
出所 :r地方自治の経営1203頁
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図図表1-16 行政協力と費用支出の状況
(52年3月末現在)
費 用 事 業 名
受 託 料 老人いこいの家管理 .運営､救急協力医､学校施設開放運営､区民版 .広報誌の配布､_法律相談 青少年育成市
民運動
補_ 助 金 路上駐車追放､市民公園の鯉持 .管理､児童公園等の維持 .管理､区民会議の運営､地域集会所建設 .運営;老
人クラブの運営
報 償 費 市政モニター､消費生活モニター､道路モニター､百日咳サーベイ､クリーン作戦市民委員､民生委員､統計調
査員
奨 励 金 ･ひとりぐらし老人友愛訪問､バス停の清掃､飼い犬モア
ル地区
実 物 供 与 地区衛生の保全 (衛生自治会)､花壇コンクール､ハミ
出所 :r52年度神戸市報告書J38頁.
重要である｡
他方､市民 ･住民の行政協力に対し､全くの無償性を要求するだけでは望ましい協力関係は生ま
れない｡行政協力に対しては､費用負担の契約化に基づく行政と市民 ･住民間の両者間における委
託関係の近代化が図られなければ､両者の良好な関係の保持は困難となることが予想される｡市民
に対する費用負担の関励 こついては､①行政サービスの市民への事務委託､②個人責任の分野への
奨励的補助､(卦中間サービスにおける費用負担の3つの形態より､適正な対応を図ることが求めら
れている28) (図表1-16参照)0
近年は､災害発生や環境 ･公害除去などの分野で､NPO法人やボランティア団体や町内会組織
等により公的サービスが供給される場合も考えられる｡自治体は地域社会を経営する経営事業体の
中心的な役割 ･機能を担うという観点から捉えれば､自治体は地域社会における優れた複合経営体
･コングロマリットであると位置づけられる｡自治体の複合経営体 ･コングロマリットの観点より､
自治体を中心に各事業体や団体等との間における相互間の事業の係り方や関係性について､｢複合
経営システム｣として捉え､体系的に模式図化したものが図表1-17である29)0
近年 ｢単年度予算主義｣を基本とした公会計である ｢自治体の財務会計｣に対し､企業会計方式
による ｢貸借対照表｣｢損益計算書｣等の作成の導入が検討されていることは周知のとおりである｡
ただし､｢企業会計システムは､基本的に収益の最大化を目標にした企業活動を分析する｣もので
あるという本来の目的を念頭に置いた上で､｢住民福祉の最大化を目標としている自治体の公益事
業活動に即した自治体のバランス･シートの作成を図る｣必要がある｡企業の連結財務会計に類似
した概念として､自治体の複合経営システムの観点より､財政および各会計間の相互間の係り方や
関係性について､｢連結決算の概念を援用した自治体における複合財政システム｣について体系的
に捉えるとともに､自治体政策の事業評価の考え方の確立とその導入体制が重要である30)0
このように自治体経営の視点より自治体の行財政運営の効率化を推進する一方､外郭団体等の効
率化 ･企業化の推進を図ると同時に､公共と民間との両者間の協力 ･連携体制の在り方について種々
√｢
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図表 1-17 自治体の複合経営システム (組織間の相互関連連携性 :コングマリット)
事務 ･事業の実施
(自治事務と法定受託事務に再編)
国
>こく 都道府県
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地方自治法等以外､条例
等により独自に設立され
ている組織､団体､法人
地方公社 .第3セクター
(100%出資団体)
地方公社 .第3セクター
(50%以上の出資等)
地方公社 .第3セクター
(25%以上の出資等)
地方公社 .第3セクタ-
(25%未満の出資等)
活動等を支援助成する団
体 (社会福祉協議会等)
活動等を支援助成する団
体 (自治会 .町内会等)
まちづくり財団
サービス
等の提供
直轄事業の
負担 ･分担
法定受託事務
指導 ･監督(出資)等
堅 〒 =
まちづ くりの支援
第3セクター
(株式会社/財
団法人)への出
資 ･出指
公益信託
基金の設置
広域的団体
基礎的団体
執行機関の分散
自治体間の広域的な連携体制
協力体制
事務等の共同処理体制
公共の福祉と経済性の両立
独立採算性
事業区分毎に事業費の明確化
特別法により設立
独立的に運営
自治法等により設立
NPO法
‥ 報告
信託法/条例による設立
｢公益信託｣事業
地方自治法等の法律に準
拠して設立される委員会
行政委員会
広域市町村圏組合
一部事務組合
地方公営企業
(法適用/非適用企業)
特別会計による事業
地方公社
基金 .財団
N'PO法による12事業
活動支援等
支援等 心 l信託財産委託型信託方式
事業 .サービス等の民間会社 .団体 (任意団体等を含む)等↑の委託
出所 :出井信夫 ｢新しいまちづ くり活動の支援システムの研究｣
『新潟産業大学経済学部紀要 第20号』平成11年12月
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の観点より検討する必要がある｡換言すれば､企業における ｢コーポレート･ガバナンス (Corporate
governance:企業統治)の在 り方｣に対比した概念として､自治体および自治体との関係が深い
第3セクター等の外郭団体 (行政独立法人等)等に対する財政的支援の在 り方や公益事業の効率的
な推進体制を確立すると同時に､公共と民間との両者間の協力連携体制の在 り方､すなわち ｢公民
連携｣の在り方の観点より､自治体における ｢ローカルオーソリティ･ガバナンス (LocalAuthority
governance:自治体統治)の在 り方｣について検討することが急務の課題である｡
(注)
1
1)｢市場のメカニズム｣｢市場の失敗｣また ｢政府の機能役割｣丁政府の失敗｣については､経済学や公
共経済学など基本的な著書や教科書に詳解されているので､多数あるこれらの参考文献を参照されたい｡
本稿では､PPP､NPO､第3セクター､NPOなどの観点より､これらについて概観したものである｡
2)第3セクター事業やNPOなどの位置づけについて､琴済学的な観点からその必要性を分析した論文
に､大水善寛 ｢市場の失敗について｣F地域経営の革新と創造』(第3セクター研究学会編､透土社/丸
善､2000年5月)がある｡また､岸本哲也 『公共経済学』(有斐閣､1996年3月)は､公共経済学の観
点より ｢市場の失敗｣｢政府の失敗｣について論及している｡図表1-1-図表1-4は､大水善寛
｢市場の失敗につV.'て｣より引用した｡
3)山内直人 『ノンプロフィットエコノミー 』日本評論社､1997年7月
4)井堀利広 『公共経済学』新世社､1998年9月
5)杉本和行編 F平成11年度版図説日本の財政』東洋経済新報社､1999年7月
6)上掲論文､大水善寛 ｢市場の失敗について｣
7)前掲書､岸本哲也 『公共経済学』
8)F第3セクター』公共投資ジャーナル社､1985年8月
9)経済企画庁総合計画局編 r今つくる明日-の社会資本』1991年10月
10)神奈川県自治総合センター 『新しい公共サービスの供給方式』1984年9月
ll)上掲書､『新しい公共サービスの供給方式』
12)前掲書､『第3セクター』公共投資ジャーナル社
13)国土庁計画 ･調整局監修 『複合と連携』ぎょうせい､1997年3月
14)杉本和行編 『平成11年度版 図説日本の財政』東洋経済新報社､1999年7月
15)自治省編 『平成11年版 地方財政自書j1999年4月
16)前掲書､F平成11年度版 図説日本の財政』
17)前掲書､自治省編 『平成11年版 地方財政自書j
18)前掲書､F平成11年版 地方財政自書』
19)上掲書､F平成11年版 地方財政自書j
20)上掲書､F平成11年版 地方財政自書』
21)上掲書､r平成11年版 地方財政自書』
22)上掲書､F平成11年版 地方財政自書j
23)高寄昇三 F地方自治体の経営』学陽書房､1978年1月
24)上掲書､r地方自治体の経営』
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25)旧自治大臣官房地域政策室により3年に1度調査されている｡調査結果は､各調査年次ごとに ｢地方
公社の現況｣として調査年次の報告書が作成される一方､一般には 『地方公社総覧』(ぎょうせい)と
して刊行される｡
26)太田正 ｢第三セクターの破綻処理と見直し基準｣『公社 ･第三セクターの改革課題』(成瀬龍夫他編)
所収､1997年 7月
27)前掲書､『地方自治体の経営』
28)上掲書､『地方自治体の経営』
29)出井信夫 ｢新しいまちづくり活動の支援システムの研究｣『新潟産業大学経済学部 紀要20号』1999
年12月
30)上掲論文､出井信夫 ｢新しいまちづくり活動の支援システムの研究｣
50 公民連携PPP(PublicPrivatePartnership)の課題と展望
Ⅰ 民営化の潮流と公民連携ppp方式の概念
1 世界各国における民営化の動向
近年､公共公益事業を推進するに際しては､国や自治体などの行政による事業の一層の効率化が
求められる一方､公共公益事業における民間企業的な事業推進や事業の民営化の潮流が顕著である｡
このような状況において､公民連携ppP (PublicPrivatePartnership)と呼ばれる概念は､公
共サービスを提供する際に重要な概念であると位置づけられ注目されている｡
世界の主要国の民営化の動向については､テオ ･ティーマイヤとガイ ･クオーデン (Theo
THIEMEYER&GuyQUADEN)は､CIRIEC学術委員会の議論を通じて明らかにされた報告書
T`HEPRIVATIZATIONOFPUBLICENTERPRISESbyCIRIEC-AEuropeanDebate-'
(『公企業の民営化-ヨーロッパにおける論議-』)において､次のように述べられている1) ｡
1 民営化の概念
テオ･ティーマイヤ (TheoTHIEMEYER)は､経済問題としての国際比較を試みる丁民営化｣
問題の意義について､CIRIEC学術委員会の議論を通じ初めて明らかにした｡｢民営化｣の概念は､
各国の報告によれば､すでに多様な意味に使われ､理論的分析の焦点は全く異なると認識されてい
る｡ その理由は､各国の公共部門の範囲､構造､起源の相違によると同時に､政治とくに政党の勢
力関係によるものに起因すると考えられている｡CIRIECにおいて､学問的討議として重視された
｢民営化｣の概念は､要約すると次のような意味をもつ 2)｡
①公有財産または個々の資産の民間人への移転 (売却)､②私法に基づく法人形態への転換､③
民間人への個別の公共的供給責任の移転､機能的民営化､④公企業でも営利的経営という意味での
民間企業の経営方針に転換すること､⑤公企業経営者の当事者能力の拡大､(む法律の規定や政府の
指示からの解放という意味での非官僚化､(∋地理的意味ではなく､決定 ･企画 ･実施権の委譲とい
う一般的意味での非集中化､⑧公企業と民間企業の活動条件の均一化､⑨公共部門が供給してきた
分野での市場を用いた競争促進､⑲伝統的な ｢自然独占｣論で擁護できる国有独占企業の解体､⑪
貸金や労働 ･雇用条件を民間並みの調整と公共部門労働者の ｢待遇の民営化｣促進､⑩公共サービ
スの性質と範囲の一方的削減､⑬ ｢公的資源の民営化｣､すなわち公共部門の生産的資源の費用の
一部しか支払わずに､公共の生産手段やサービス､ノウハウなどを民間営利企業が使用すること｡
第3セクター型子会社での協力の形で､民間営利企業が研究成果を利用することはその一例である
(逆に民間のノウハウを利用するケースもある)､⑭ ｢公的収入の民営化｣､この過程は公共投資か
らの収入を私的利潤に転換する過程で､換言すれば公共資本およびそれからの収入を民間が利用あ
るいは取得する過程と解釈できる｡特に､第三セクター企業に対し公共投資者が民間出資者を優遇
し､受け取るべき収益の一部を放棄､また出資比率に照らし過小な権利に甘んずるような類の民間
刺激策である｡⑮民営化- ｢非国有化｣｡この非国有化の概念は次のような意味をもつことがある｡
a通信サービスなどの国有企業に対し､国際的企業が経済的政治的に圧力を加える､b公企業の外
国市場での活動が､一段と活発化する､ C非国有化は外国人による株式や資産処分権の取得を意味
することもある｡
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2 主要国における民営化の動向
各国における ｢民営化｣の概念､民営化の動向､民営化の議論､民営化の関心事については､各
国の報告を要約すると､次のような点があげられる3)｡
ドイツ語圏では､公企業の一部または全体を民間への売却 (所有権の移転)と理解されている｡
フランスでは､企業目標の私企業的目標とくに営利目的への転換を民営化と考えている｡企業目的
の転換､つまり営利行為への転換が問題であるとの認識である｡イギリスにおける民営化措置は
｢条件付き｣で実施されている｡これは供給の確保や公共の利益に則した価格設定､雇用条件など
に関し､企業は義務を課されるという点で公共の利益､公共的任務などに関心がある｡また､民営
化における財務管理の側面に関心をもつ ｡ ベルギーとフランスでは､第3セクター型の資金調達が
投資のための資金調達 (自己資金)の重要戦略であると指摘されている｡イタリアの最近の動向は､
国有大企業の子会社処分の財務管理面からみた意義が論及されている｡ 一方､アメリカでは規制緩
和の観点から議論されている｡
また､民間資本の導入､特に第3セクター企業形態への移行については､共同出資の子会社は､
一般に経営の民営化を促す一方､｢社会経済的企業｣を利用した政策の経済規制機能は､次の諸点
にあると考えられている4)｡ すなわち､(∋規制下におくことが公共の利益に合致するような産業
分野への民間資金の導入 (自己資本の導入)､投資資金と責任ある自己資本の形成を通じた財政負
担の軽減､②公共的目的への民間のノウハウの活用､③公共的自己資本の (一時的)導入を通じて
各産業部門における民間のイニシャテイブの推奨および成長 ･発展の機会の増進にある｡ 共同出資
の子会社のこのような戦略は､｢合弁事業｣(ジョイント･ベンチャー)と呼ばれている｡
このように､各国の ｢民営化｣の概念は､多様で理論的分析の焦点が異なろため､当初予定され
ていた民営化論争.:すなわち ｢効率化のために民営化によって競争を導入する｣という主題の転換
を余儀なくされることになり､｢伝統的独占企業の民営化｣が議論される中で､規制緩和と民営化
の議論は社会経済的理論に関連した次の2つの問題に集約され議論されている5)｡ すなわち､①
社会経済における公共的任務の遂行に､公益企業は必要か｡それとも民間企業の規制 (公共的任務
の賦課)で十分か､(彰公共資本と民間資本が協働するいわゆる第3セクター企業では､公共の利益
が護られる一方､民間出資者の営利的思考により民間企業がもつ合理性も確保される｡それゆえ､
理想的解決方法といえるであろうかという問題提起である｡なお､第3セクター企業は ｢混合企業
化｣または ｢実験的二重構造化｣と呼ばれることもある｡
さらに､各国の民営化の動向については､それぞれ関係者が詳細に報告している6)0
ハイドルン･アブロマイトは ｢イギリスの民営化｣について､フィリップ･バンスとリオネル･
モニエは ｢フランスにおける公企業の民営化｣について､ヘルムート･プレーデとウルリッヒ･ホッ
ペは ｢西ドイツにおける民営化論争｣について､ジョルジョ･ステフアニは ｢イタリアにおける公
企業の民営化｣について､ジャン･フランソワ･エスカメールとルー･ユジュールは ｢ベルギーに
おける民営化と規制｣について､レネ-ト･プラットァ-は ｢オーストリアにおける民営化論議｣
についてそれぞれ論及している｡ 各国の民営化の詳細については本稿では省略する｡
3 ア-ネ･ボングナーの ｢民営化｣に対する認識
ア-ネ･ボングナ-(ArneBongenaar)は､｢民営化｣について､ C`orporategovernance;川(I
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publicprivatepartnership- ThecaseofJapan-"(『企業統治と公民連携方式一日本の事例
研究-』)と題する著書で､次のように論述している7) 0
西ヨーロッパで加速された民営化計画は､予算不足と主権者の債務を減少する｡遠距離通信､航
空会社および空港事業では､大規模投資は国際的な競争に対抗するため必要とされるので特に急を
要する｡オーストラリアは1997年と1998年の2期で空港を売却した｡また､ラテンアメリカ､アフ
リカ､アジア､西ヨーロッパなどの国々は､民営化に対する圧力を経験している｡それぞれの方法
は､販売業､公共提供物および大半の民営化 (公共のため直接売却､Boycko1994年などの例にみ
る)のように実施された｡
/LJ
ところで､民営化の手段は､民間部門に対する投資水準や転嫁されたリスクの程度などの民営化
業務により分類される｡｢民営化手段の特徴｣については､次のような分類､すなわち ｢民営化の
技法｣は､供給と市民労働契約､技術的援助契約､副次的契約､経営契約 (MC'S:Management
contracts)､MC'Sを基礎にした実績､賃貸借､建設 ･管理 ･譲渡また使用権､建設 ･運営 ･所有､
剥奪に区分した分類に基づき､｢投資およびリスク負担に対する責任｣｢民間関係の持続期間 (午)｣
について概念が図示される (図表2-1参照)｡ただし､活動あるいは使用権に関する種々雑多な
所有権に関する情報は含まないとされる｡
図表2-1 Characteristicsofprivatisationinstruments(Guislain1997)
privatisationtechnique EnespTsskibBilt.ycafb?.rninvesment Pnuvr.詰ieoA｡まぎears)ofprivate
Supplyandcivilworkscontracts
Technicalassistancecontracts
Subcontracting
Managementcontracts(MC'S)
PerformancebasedMC'S
Leasing
Buildoperatetransferand
Concession
Buildoperateown
Divestiture
??
?? ??? ? ??
出所:ArneBongenaar "Corp orate governance andpublicprivatepartnership
- ThecaseofJapan-"2001年､NG S282｡
公共部門が主体である時には､投資とリスク負担に関しては責任がある｡民間部門は､制限され
た価格で追加するだけのリスクを取る実行者である｡ 経営契約 (例えば､総売上高およびまたは利
益の%による)を基礎とした実績で支払われる時には､運営上のリスクの一部が転嫁されることは
問題ではない｡主要な経営契約の状態では､投資に対する責任と同様に所有権を維持する｡土地､
建物､施設の賃借権において､主要な公共部門は運営には関与しない｡また､運営された業務のタ
イプに多大に影響を及ぼすことはない｡高速道路､空港および港湾のような創造的な施設の建設一
管理-譲渡 (BOT)プロジェクトには制約がある｡常に一定の活動について､民間部門の所有権
や一時的な民間の所有権は､十分にまた制限されずに結合される｡プロジェクトの継続的な所有権
は､建設一所有一運営 (BOO)計画によって可能である｡公共部門はそのプロセスを管理する､
また業務の規定が尊重されるように調整者として行動する｡例えば空港の状態では､着陸料や安全
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基準は公共部門によって定められ調整されるということを意味する｡物議をかもす独占の脅威が重
大な規則が採用されるような場合の工業では､特に､切迫している｡
2 欧米諸国におけるPPP方式の動向
近年の欧米諸国におけるPPP方式の動向について､プロジェクト･サイクル･マネージメント
(projectCycleManagement)の観点より､揮井安勇氏は ｢新時代に向けたプロジェクトサイク
ル｣について論述している8)｡
1 公共開発におけるポリシーの変容
近年､社会的な不透明感や閉塞感が高まる ｢危機の時代｣と呼ばれる中で､｢分権化｣(Decentaliza-
tion)や ｢民営化｣(Privatisatiom)などのパラ′.ダイム･シフ トが薩実なトレンドとして進行する｡
このような社会経済環境は､従来型の ｢経済成長中心の開発｣(EconomicDevelopment)から､
自然環境保護や地域の文化的要因などを重視した ｢人間中心の開発｣(HumanDevelopment)へ
の流れが急速に強まる傾向にある｡このように ｢文化成熟国家の建設｣へ向けて､近年活動が注目
されるNPOやNGOなどの市民セクター (CivilSociety)の介在によって､持続可能な発展の軌
道に乗せる地域づくりの条件づくり､基盤づくりを整備することが国や自治体の重要課題であると
認識されている｡今後の公共開発の形態､内容､事業手法については､従来型の自治体による公共
事業方式から､新しい発想 ･タイプの第3セクター方式､pFI方式､公営企業方式､PPP方式
など ｢民活 ･公共併用複合型｣の事業開発方式によって､公共公益事業やサービスの提供の仕方 ･
方法が求められるので､そのための努力と知恵と実行力が要求されると､揮井氏は強調する9)0
2 欧米諸国におけるPPP方式の動向
イギリスでは､公共部門から民間部門へとリスク負担の転嫁によるPFI事業をPPP方式とし
て､公共部門と民間部門の協調関係の中で位置づける考え方が高まっている｡一方､アメリカでは､
1970年代に都市開発 ･地域開発プロジェクトにおいてPPD (PublicPrivateDevelopment､公
民開発)と呼ばれる概念､非営利開発組織 (地域開発協会､都市再開発局等)､市民活動に基礎を
置く地域開発公社 (CDC､Community-basedDevelopmentCorporation)など､わが国の第3
セクターと類似した組織や事業体など多種多様な形態が存在する｡また､アメリカのCityManager
(市政担当官)は､わが国の助役制度と類似した制度であるが､基本的に異なる点は行政学を修得
した専門知識のある行政執行担当官が､都市開発や地域開発関連分野のプロジェクトの計画立案 ･
実施に関し､計画の立案作成から所要資金の調達に要るまで､総合的にプロデュースするというユ
ニークな制度である｡ いわゆる ｢都市経営｣｢プロジェクトの経営管理者｣と位置づけられる｡ こ
れは､企業の経営幹部にMBA (経営学修士 :MasterofBusin'essAdministration)修了者が迎
えられ専門知識に裏付けられた即戦力の発揮が期待されているが､-同様に行政機関でも優れたcity
managerの養成コースである行政学修士 (publicadministration)が自治体行政の幹部に迎えられ､
豊富な専門知識や実務能力を基礎に行政手腕を発揮することが期待されている｡わが国とは異なる
制度環境である｡
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このような欧米諸国の ｢公民連携｣(PublicPrivatePartnership)の状況に対して､わが国でも､
UNOP (国連開発計画)の都市環境プロジェクトのホームページに図示されるような政府､民間
企業､コミュニティ､NGO､大学等の研究組織などの公民連携構成要因 (図表2-2参照)を参
考に､新たな公民連携の構築を図る必要があると揮井氏は指摘する｡すなわち､地域の公共事業の
推進やサービスの提供を進めるにあたっては､従来のような ｢トップタウン型｣ではなく､地域住
民の参画を前提にした ｢ボトムアップ型｣の ｢計画立案 ･政策決定システム｣｢事業評価システム｣
｢事業管理システム｣が要請される状況にあるとの認識に立脚して､このような状況に対処する方
法としては､現在民間企業等で実施されている ｢BPR｣(BusinessProcessReengineering)に
対応して､自治体の行財政運営でも ｢PAR｣(行財政エンジニアリング:PublicAdministration
Reengineering)の考え方の導入が必要である､と指摘する洋井氏の考え方は傾聴に与おする10)
(図表2-3参照)0
図表2-2 PPPの構成要素
出所:揮井安勇 ｢新時代に向けたプロジェクトサイクル｣『地域経営の革新と創造』
(第3セクター 研究学会編､透土社/丸善)2000年5月
_図表2-3 情報化時代のプロジェクト･サイクル ･マネージメント
出所:揮井安勇 ｢新時代に向けたプロジェクトサイクル｣『地域経営の革新と創造』
(第3セクター 研究学会編､透土社/丸善)2000年 5月
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3 ボングナ-の ｢公民連携｣概念とわが国のPPP･第3セクター研究
ア-ネ･ボングナ- (ArneBongenaar)は､｢公民連携｣(publicPrivatePartnership)に関
して､ C`orporategovernanceandpublicprivatepartnership-ThecaseofJapan-"(『企業
統治と公民連携一日本の事例研究-』)と題する著書で､イギリス ･アメリカ､ドイツ､日本の3
つの典型的な経済モデルの比較､とりわけ､わが国のPPP方式と第3セクター方式に焦点をあて､
｢イギリス ･アメリカ､ドイツ､日本における経済モデルの比較と企業統治｣｢公民協力連携の概
念｣｢日本における公民連携方式としての第3セクターの研究とその事例分析｣｢研究結果より得ら
れた成果と今後の展望｣など､公民連携の定義､日本の事例研究､課題と今後の展望について､次
のように論証しているu).
1 英米､ドイツ､日本における経済モデルの比較と企業統治
① 資本主義モデルの相違 ArneBongenaarは､｢経済モデルと企業統治｣について､特に
イギリス ･アメリカ､ドイツ (ラインラント:ドイツライン川流域地域)､日本の3つの経済モデ
ルとその関係性を比較して､日本モデルの特徴的や日本の公民連携PPPについて､詳細な事例研
究を行っている｡
ウイリアムス (Wiliamson1998)は､経済制度の4つの発展段階､すなわち(D自然的状態 (100
-1000年間)､②社会環境制度 (10-100年間)､(参統治 (1-10年間)､④資源配分と雇用 (現在ま
で)の展開に区分して､その日的について(∋自発性､②制度化､③～④統治構造の観点より考察し､
それらの理論的な背景は､①社会理論､②所有権利の経済､(彰交換コストの経済､④新古典的経済
によるものであると指摘した｡
また､ア-ネ･ボングナ-は､この概念やヘマ-リック (Hemerijck1992)らの概念を踏まえ
図表 2-4 Capltalistmode一sdifferences(basedonHemerijck1992.Albert1993.Dore
2000,Hunt2000)
Anglo-American Rhineland Jaanesemodel
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出所 :ArneBongenaar"Corporategovernanceandpublicprivatepartnership
-ThecaseofJapan-"2001年､NGS282｡
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て､｢イギリス ･アメリカ｣｢ドイツ｣｢日本｣の3つの主要な資本主義モデルの相違について､｢接
近法｣｢価値の焦点｣｢税金｣｢責任｣｢雰囲気｣｢株主の財務制度｣｢法人主義の程度｣｢福祉/医療
介護｣の観点より比較する (図表2-4参照)｡このモデルによれば､ ドイツと日本のモデルは共
通性が多いのに対し､イギリス ･アメリカのモデルとは相違することを示唆する一方で､法人状態
の程度は公民連携PPPの多種多様な効用があるが､必ずしも明確とはいえない｡
他方､アメリカにおける私的部門は慈愛に溢れた創造的な公民連携の活動的な ｢市民精神｣を推
進力とした協力者であるのに対し､日本の公的部門は圧倒的な先導者である｡ その意味では､ ドイ
ツと日本モデルは ｢内部に適応した｣ものとみなされるのに対し､アメリカモデルは ｢外部または
市場に適応した｣ものとみなされるが､この両者のシステムにも一長一短があるとボングナ-は指
摘する｡
② 評価軸としての企業統治 一方､マクナミ- (McNamee)は､企業統治に内在する要因
と影響力モデルについて､統治 ｢ループ｣を提案している｡図表2-5に示すように､その関係は､
｢リーダー｣｢スタッフ｣｢顧客｣の3つのグループの相互依存状態から出発する｡リーダ｣はスタッ
図表2-5 Dynamicgovemanceloopplusinterfering一oops(basedonMcNamee1998)
tは:-
二二二二∴二l_
communities
governm ent/regulator
出所 :ArneBongenaar"Corporategovernanceandpublicprivatepartnership
-ThecaseofJapan-"2001年､NGS282｡
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フに指示し､スタッフは顧客に売却する｡また顧客はリーダ｣に影響を与えるという循環の流れで
ある｡この過程をチェックするため､監査役と3つのグループ間のフイ｢ドバックがある｡ここで
は､｢オーナー/株主｣｢供給者｣｢金融業者｣｢労働組合｣｢規制者/政府｣｢コミュニティ｣がそれ
ぞれ順に関連づけられると同時に､これらのグループはそれ自身個別の ｢輪｣(ループ)を持つと
同時に ｢主要な輪｣(メインループ)の中で相互に影響し調整し合うと説明される｡
③ 日本モデルの特徴 第2次大戦後の日本モデルの特徴は､①企業の系列関係､②企業同士
による株の持ち合い制度､③メインバンク制度の観点より論及された｡結論として､日本におけるZR
公民連携は､政府によって承認されたカルテル組織を通じて市場に影響を与える大企業グループや
企業系列の存在が大きい｡また株の持ち合は系列だけでなく企業のグループ化も促進する｡この過
程で銀行は､融資や助言活動を通じ重要な役割を果たすと認識されている｡
2 ｢公民協力連携｣の定義
① 公民連携の情況 公民連携については､｢利害の対立 (株所有者と利害関係者の制度)｣
｢競争｣｢リスク負担｣に関連した問題として､企業統治の問題と同様に注目され分析されている｡
この企業 (ベンチャー)は､公的部門と民間部門における目標また投資対象にふさわしい企業であ
ると考えられている｡日本の公民連携の例に､金田昌司中央大学教授 (1987)は佐渡と本州を連絡
する佐渡汽船をあげている｡一方､アメリカ型の連携方式とイギリス型の連携方式がある｡イギリ
スの公民連携の例としては､ロンドンドック開発公社 (LDDC)や都市開発公社 (UDC)がよ
く知られる｡このように各国において公民連携は多種多様な形態で設立されているが､ア-ネ･ボ
ングナ-は21世紀は公民連携方式が本格的に導入されると強く認識されている｡
② 公民連携の形成 公民連携については､｢政府｣｢営利企業｣｢非営利企業｣の三者より構
成され､次の4つ､すなわち①公共部門と民間部門､②公共部門と非営利企業､③公共部門と非営
利企業と民間部門､④非営利企業と民間部門の組合せにより形成される (図表2-6参照).図中
で ｢1｣の領域は､公共部門と民間部門による結合で､一般にみられる公民連携のケースである｡
図中で ｢3｣の領域は､公共部門と非営利企業と民間部門の三者による結合で､日本の住宅都市整
図表2-6 Partnershipsbetweenthreegroups
出所 :ArneBongenaar"Corporategovernanceandpublicprivatepartnership
-ThecaseofJapan-"2001年､NGS282.
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備公団 (HUDC)の例がある｡ただし､他の領域は厳密にいえば現実的にはほとんどない｡､その
理由は､基本的に実際に活動を行っている非営利企業が少ないことによる｡ それに対し､金田昌司
教授 (1987)によれば､日本では公共部門が第1セクターと､民間部門が第2セクターと､公民連
携方式が第3セクターと称されると定義される｡このように非営利企業の関係は､理論的に三つの
追加された部門により代替されるが､日本における第3セクターは公共部門､非営利企業､民間部
門により構成された公民連携の主体とみなされる点が相違することに留意する必要があると指摘す
る｡
③ 公民連携の定義 ｢公民連携｣という言葉は､公共関係者と民間関係者の両者間において､
多様な相互作用関係や開発プロジェクトの公共民間の所有権利の方法と構造に関する有力な適用方
法の観点より注目されている｡また､公民連携については､Fosler(1989)やAkro/Seinpost(1987)
などがそれぞれ定義しているほか､Francic(1992)は公共部門と民間部門の両者のジョイントベ
ンチャーの観点より定義している｡
一方､ドイツ政府においては､公民連携は､次のような広範な観点から議論されている｡すなわ
ち､(彰議決の権利と費用 ･負担の配分､(参共通財の達成に向けての目標､③社会性と営利性の両者
の観点から固有の特性､④関係する分野においてそれぞれの主体性と責任の維持の観点からである｡
このような観点より､公民連携の定義が限定して用いられる理由は､次の2点にある｡ 第1の点
は､公共部門と民間部門の両者が利害の対立する企業に資本参加する場合は､競争とリスク負担が
自動的に出現する｡また､第2の点はこれらの議論が適切に扱われない場合は､再編され許容され
た債務として追加的な資金が要請されることがあれば公共部門関係に対し強い影響を持つという点
が示唆されている｡
④ 公民連携の議論において考慮すべき点 今後の公民連携問題において議論されるべき点に
ついては､次のような観点､すなわち(彰連携において考慮すべき観点､②公民連携の条件､(卦公民
連携における長所と短所などの観点からの検討が必要であると､次のような検討項目があげられて
いる｡
(1) 連携において考慮すべき観点について､｢公的部門｣は､①公平な供給､･②低利で自由な貸
付金金利の利用､③大規模プロジェクト､④ノウハウ (経営の実行可能性分析)､⑤財務構造､
(むリスクの配分と軽減､⑦管理､(砂運営､⑨商業開発､⑲費用の削減､⑪その他の要因などの
観点があげられる｡一方 ｢民間部門｣は､①営利的収益性のあるプロジェクトの直接間接の利
用､②低利で自由な貸付金金利の利用､③信用の増進､利害関係者との良好な関係 (例えば､
地域､組合､環境保護主義者)､低い公共性の外見上の維持とイメージの向上の両者の実現可
能性､土地供給､税のインセンティブ､④ノウハウ (計画づくりの手傾)､⑤計画づくりのプ
ロセスの迅速な能力､⑥その他の要因などの観点からの検討があげられている｡
(2)公民連携の条件について､｢初期条件｣としては､相互依存､共通の立場､明確な目標､契
約水準の高さ､ネットワークの存在､斡旋者の存在､基本的な市民財団の観点があげられる｡
一方 ｢適応されたプロセスの条件｣としては､相互の責任､相互の認識､相互の感性と配慮､
明確に記録された目標と戦略､ き明確に記録されたコスト､リスクおよび収益区分､明確に記録
された責任と権利プロジェクトの段階､規制と対立 (事前に裁判と対立を規定)､合法性､第
3の構成員に関係する利益と権利の保護､民主主義原理にしたがって支持と抑制の適切な手段､
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ビジネスとマーケットに適応した発想と行動､公民連携に関連した構成員内の内部提携､適切
なプロジェクト組織があげられる｡
(3) 公民連携における長所と短所について､｢長所｣としては､公共目的の通行､公的資源と民
間資源の効率的な利用､正確な目標の融合性とコストの一体化､所有と経営の分離､事業の認
知性と信頼性の増加､改善された相互の合意形成の観点があげられる｡一方 ｢短所｣としては､
強い管理と必要な規制､政治的な事業の可能性､汚職と贈賄のより多くの機会､プロジェクト
上で一致する公共の共通的性質は最も少ない､資源の機会費用､経営に関する意見の相違､不
.明瞭な構成員の清算状態､共通の認識の困難性､独占状態における価格値上げ､時間の浪費､
柔軟性の欠如､割高な取引費用､有利性 ･不利性のエリアの軽視稼 (共部門から不利益な団体
への補助金でない)があげられる｡
⑤ 利益の範囲の検討の視点 ところで､公民連携の活動利用領域は極めて広い｡経済開発､
都市開発､文化 ･レクリエーション施設整備､廃棄物の収集や道路の維持管理などに関する公共サー
ビスの提供など､広範な事業分野に及ぶ (Fosler1989)ことは､改めていうまでもない｡都市開
発や地域開発プロジェクトでは､図表2-7に示すように､公共と民間の利害関係､すなわち公益
性と収益性の相反する領域が存在する｡｢図の領域b｣は､公益性は低いが収益性は高い領域であ
る｡理論的には､公共または民間または公共と民間が一体的ないずれかの方法で経営される企業形
態で､公益性と収益性の程度により分類される｡例えば､造船業､自動車産業､ビル賃貸業のよう
に､確実に収益が見込める民間部門である｡ 公共部門は､インフラ整備や安定的な政策や法律環境
のように基本的に必要な公共サービスを提供するかぎり､その過程で追加的な政府の関与が必要と
なることはないので公民連携は多くないと考えられる｡ また ｢領域a｣のように､公益性が低く収
益性が低い場合には､活動主体は制限される｡ 一方 ｢領域C｣は､教育､国防､医療､道路や公園
図表2-7 Profitabilityversuspublicinterest
a○～ I-∽C)ー■+ J⊂==VJ⊃コP1 lーコ苫 Profitability
low hーigh
a b
Source:Donahue(in:Ishigawa1995)
出所 :ArneBongenaar"Corporategovernanceandpublicprivatepartnership
-ThecaseofJapan-"2001年､NGS282.
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の維持管理等のように､公益性は高いが収益性は低い領域である｡これらの分野は､実際に仕事の
大部分は民間部門が下請として実行されるが､公共部門が自ら責任機関として主導的に活動する分
野として期待される｡一方 ｢領域d｣は､鉄道､空港､通信､大規模都市開発プロジェクト等のよ
うに公益性も収益性も高い領域である｡
これらの諸点を踏まえ､ボングナ-は公民連携の利益の範囲について､次の観点より論及する
(図表2-8参照)｡市場の潜在可能性 (収益性)の対局に複合性がある｡｢領域a｣や ｢領域b｣
のように､市場の潜在可能性は低いが複合性は低いかまたは高い場合は､民間の利益は小さい｡ま
た ｢領域C｣のように複合性は低く市場の潜在可能性は高い場合､例えば､土地所有者や公共提供
物のように政府の関与のある場合は最高価格を得ることになるかもしれない｡それに対して､｢領
域d｣は公民連携が期待される領域で､複合性も市場の潜在可能性も共に高い分野である｡例えば､
鉄道ヤード､港湾エリア等の大規模な再福化､高速道路､トンネルなどの高水準技術の建造物によ
る複合性の高い分野では､連携を受け入れる余地と慎重となる部分とが存在する｡同時に､市場の
潜在可能性は利便性の高い中心部の土地不足により､投資者を引きつけたり公共部門の利益を創造
したりする｡
ボングナ-は､このような観点を踏まえ公民連携について､次のように指摘する去公民連携は､
一方では､国､州政府､地方政府などの ｢公共部門｣と他方では､個人的に所有リストされる ｢民
間企業｣との両者により形成される｡｢リスク｣｢利益｣｢損失の負担｣は､公民連携に内在する本
質的なものである｡本質的な連携は､民間部門により生み出された財源と公共部門により配分され
た計画的共同的な経営などの方法により考察される｡また､利害の対立と競合性の2つの本質的な
分析を踏まえ､芦つ日の本質的なリスク負担はどのような連携プロジェクトでも重要な問題である
図表2-8 Marketpotentialversuscomplexity
complexity
low ー high
a_O~3･◆■JG也)一.一くつA●q}ー(qS .エコ苫 a b
Investmentopportunity
Source:Bongenaar(1995)
出所 :ArneBongenaar"Corporategovernanceandpublicprivatepartnership
-Thecaseoりapan-"2001年､NGS282｡
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と認識されている｡｡
3 わが国の公民連携である第3セクター研究とその事例分析
① 日本における国土開発の経緯 第2次世界大戦後､日本では国土開発政策が段階的に体系
化された (Alden1984)01950年に､全国総合開発計画法が20世紀の全国開発計画また多数の他の
計画の基礎として競走され策定された｡また､1955年に首都圏整備計画､1963年に近故圏整備計画､
1966年に中部圏整備計画が相継いで作成され､1968年に第2次､1976年に第3次開発計画が作成さ
れた｡その後､池田内閣では ｢所得倍増計画｣が1960年に提案された｡1962年に第1次全国総合開
発計画が引き続き採択された｡実際に､1960年から1970年の間に､GNPは2.76倍になった｡1960
年は日本の44県のうち30県は､-人当たりの所得は東京の所得の半分にも満たなかったが､1970年
にはその数は13にまで低下した｡その意味では成功した面もあるが､東京の経済活動の過度な集中
化を防止という観点からみると失敗であった｡
一万､1969年に提案された新全国総合開発計画では､環境問題に焦点があてられ､開発された独
立した経済のネットワークが想定された｡1977年の第3次全国総合開発計画では､土地利用と国土
開発の均衡が求められた｡1987年の第4次全国総合開発計画では､｢東京の一極集中化の是正｣が
求められた｡また1998年に第5次全国総合開発計画は内閣で承認されたが､1998-1999年の準備段
階で全国総合開発審議会は国内需要を増加させるの一つ方法として､国際空港と4つの ｢回廊｣
(開発地帯)､すなわち1東海道メガロポリス､東京一仙台一北海道､日本海､北海道一沖縄が提
案された｡また､国有企業の民営化や大規模社会資本プロジェクトの財源確保は､BOT (Build
OperateTransfer)やBOO (BuildOwnOperate)方式による実施が提案されたと認識される｡
② 日本における公民連携の概要 日本の公民連携は､公共部門は第1セクターと､民間部門
は第2セクターとして捉えられ､第3を意味する ｢第3セクター｣が公民連携の同じ意味で用いら
れている｡その連携は､アメリカやヨーロッパと同様に､公共部門と民間部門が株所有を共有して
統合された法人形態を採る｡このような連携に適う初めての法人として､新潟と佐渡島を結ぶ会社
に新潟県と民間企業が各々50%ずつ出資して1913年に設立された佐渡汽船があげられる｡
金田昌司教授 (1988)は､戦後公民連携の数は経済成長に伴って触発され急速に増加したと指摘
する｡1955年以前の自治体の多くは､工業開発の促進が目的であった｡1955年から1975年の間は､
大部分の公共部門は資金の不足のため同様に地域開発､都市開発､住宅整備､観光産業で連携がい
くつかみられる｡公共部門の関わり方としては､他方では都市計画､地域開発､住宅開発において
高い公共利益をもたらすことが期待された｡その目的は､都市計画の指導権を確保すると同時に､
｢市場に基づく資金｣の確保にある｡日本におけるプロジェクトの重視は､｢問題の解決｣に関連
づけられるよりも､むしろ ｢機会｣に関連づけられた｡アメリカのプロジェクトの認識とは異なる
かもしれないと認識されている｡
1975年以降の一層多くの活動は､公共施設の経営や管理､開発行為と調査､情報の管理､技術者
の交流と訓練､産業振興､高齢者の雇用と福祉､都市と農村と漁村の交流のような公民連携によっ
て実行された｡これらの活動は､直接的に利益に関連づけられるのではなく､間接的に商業目的に
役立ち社会的ニーズの調達にも役立つであろうと認識されている｡80年代に公共部門と民間部門は､
広範な活動により連携の確立が促進された｡金田昌司教授 (1988)によれば､次の7つのタイプ､
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すなわち ｢地域経済基盤の改善｣｢都市経済基盤の改善｣｢観光 ･レクリエーション施設｣｢土地の
再調整と再生化｣｢地域産業の振興｣｢高度技術産業の開発｣｢環境と社会福祉｣に分類される｡
自治省の統計によれば､公民連携数は､1960年代後半から70年代前半に着実に増加し､1973年と
1974年にピークに達した｡この増加要因は､1972年土地開発に関する政府の関わり方の在り方を目
的とした法律が導入されたことによる｡1989年までに新たな公民連携数は､毎年150ほど設立され
た｡1989年以降は公民連携の増加数は毎年300から400に達したが､その後の増加数は減少する傾向
にある｡ 自治省の統計によれば､1996年1月1日現在､公企業および公民連携は9,344と推計され
る｡ このうち3,681は100%自治体に所有されるため､公企業と考えられる｡ 民法笹基づき設立され
る組織は､まさに営利法人ではない｡これに別途2,692を加える｡ したがって､2,971法人は営利的
な公民連携として考えられる (図表2-9)0
ボングナ-は､土地開発公社は民間出資があると認識されたようであるが､これは正確ではない｡
土地開発公社は特別法人で､民間企業からの資本出資はない｡わが国の研究者でさえも､これら地
方公社 ･第3セクターに関する統計データが正しく理解されないことが多い｡この誤解は致し方な
いといえる｡
図表2- 9 PubTiccorporationsandpublicprivatepartnershipsinJapanasof1996-H
companytype %Govemment
com ercialcode jointst∝kcompany
ltd.Company
civilcode foundation
corporation
specialcode landdevelopment
reg/road
constmction
?㌢ ? ? ??? ????? ?? ?? ?? ?? ?
?
???? ????
?
? ? ?? ? ?
??? ? ? ???
total
projectdevelopment35 21 0 0 56
3681 2104 1722 1837 9344
出所 :ArneBongenaar"Corporategovernanceandpublicprivatepartnership
-ThecaseofJapan-"2001年､NGS282｡
ボングナ-は､このような観点を踏まえ､日本の公民連携について､次のように指摘する｡ 戦後
の日本の都市計画の展開では､大規模プロジェクトによって経済開発が実施されてきた｡これはイ
ンフラ整備､住宅､オフィスに関しては､大変遅れていたという事実による｡ 一方､国内消費の増
加に対する外国からの圧力は､大規模プロジェクト事業へ向けて大きな刺激となった｡1980年代の
日本は､アメリカの公民連携の実例によって触発され､公民連携活動の多くの異なる分野が実行さ
れた｡他方､これらのプロジェクト企業の経営意識の欠如により､1999年に27社､2000年には少な
くとも31社が倒産したが､今後は約300の第3セクターが倒産の可能性がある(TheNikkeiWeekly,
2000)と指摘される｡
③ 第3セクターの分析とその事例研究 ボンダナ-は､このような観点を緒まえ､わが国の
公民連携の具体的な事例研究として､①東京ウオーターフロント株式会社､②東京情報センター株
式会社､③東京ファッションタウン,､(彰横浜みなとみらいMM21株式会社､⑤横浜パシフイコ､⑥
東京湾岸高速株式会社､(∋関西国際空港株式会社の7社の事例について調査研究され､それぞれの
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事例ごとに､①プロジェ9.十および企業の紹介丁開発結果の位置づけ1`②企業の性格一企業目的､㌔/
設立年月日株主構成､株主の動機 ･権利 ･状態､企業の業績､③利益の対立､銑争､リスク分担､
④論評の4つの観点より論及しているが､事例研究の詳細については本稿では省略する｡
4 研究結果より得られた成果と今後の展望
① 事例研究にみる分析結果 ボングナ-は､わが国の公民連携について具体的な事例研究の
調査結果を通じて､リスク負担､系列の関連､小規模企業の関わり合い方､リストラクチャリング､
日常的なビジネスにおける株主の関わり合い方および情報の問題と関連づけて､種々の観点より議
論している｡ また､研究の疑問点､仮説および調査結果の対立について種々の角皮より検討した結
果､公民連携構造の典型例として図表2-10のように模式図化している｡また､公民連携の統治構
造に対する重要な問題については､図表2-11のように模式図化している｡
(参 大規模プロジェクトにおける2段階の政治的な意思決定 都市 ･地域開発の大規模プロジェ
クトは､時間がかかる計画過程で広範な問題がある｡したがって､大規模プロジェクトでは計画段
階の不確実なものに対処するばかりではなく､現実の建設投階および運営段階でも対処が必要であ
る｡このようなプロジェクトがなぜ必要とされたのか｡また､研究段階における最大の補助金の範
囲は何であるのか?また､プロジェクトの総費用の現在表示は何であるのか?この方法の過程を体
系化するために､図表2-12に示す7つのステップが必要であると指摘している｡
すなわち､第1段階として､①プロジェクトの予定は公共部門､民間部門､判軍関係者により立
案される｡①プロジェクトの考え方は政治的な予定で運営する｡②第1の実行可能性の指標は実施
される｡第2段階として (第1の政治的決定)､(卦プロジェクトの考え方は徹底的な分析により採
用され､この段階で補助金は決定され､プロジェクト総費用の表示は計算され束縛されない｡第3
段階として､④技術上の評価､計画上および営利的な実行可能性が作成される｡(9結果は公表され､
プロジェクトの入札が準備される｡ 第4段階として (第2の政治的決定)､⑥入札結果の評価は政
治的に承認 (非承認)する｡(彰承認しない場合はプロジェクト組織は解散し､承認する場合はプロ
ジェクトの組織化､調整､管理､監視される｡
(彰 公共主導プロジェクトにおける民間部門の関わり合い方 公民連携に対する統治構造の3
つの重要な誤謬は､次のとおりである｡すなわち､①公民連携の初期段階における競争的環境の欠
如は､プロジェクト遂行の間も同様に生ずる｡②投資､建設および運営の間における株主間の利害
関係の対立は､株主による事業提供の代わりの負担と考えて計画する｡(卦本来的なリスク負担の欠
如､特に株主が法人に関係していた場合には公民連携法人に対し事業を提供する｡
図表2-13は､公共主導プロジェクトにおける民間部門との関わり合い方についての関係性を図
示したものである｡
民間部門との関わり合い方は､次のステップを考慮して体系化される｡①市場の評価は大規模社
会資本プロジェクトに対し､第1の政治的決定に向かう過程で貢献する｡②第1の政治的決定のた
めプロジェクトは提案の趣旨により市場に提供され採用される｡ ③提案の成果は少しでも補助金の
必要要件を知るため政治的な競争の場で分析されるであろう｡次の3つのシナリオは可能性がある｡
①提案は容認されるのでプロジェクトは民間部門によって遂行される0②提案成果は容認されない
ので公共部門はプロジェクトを引き継ぐ｡③提案は容認されないのでプロジ云クトは中止される｡
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図表2-10 TypicalJapanese'publicprivatepartnershipsstructure
Alocationofmajorrisks
(plann享ng,development/
construction,mai･ket)
Contractsf♭rconstruction,
丘nanclng,Supplyingetc.in
non-competitiveenvironment
出所 :LArneBongenaar"Corporategovernanceandpubli c privatepartnership
-ThecaseoHapan-"2001年､NGS282｡
図表2-ll PPPkeyissuesversusgovemancestmctures
Contractmode
market(buy) Hybrid
PPP
key Conflictofinterest a.no
issues amongpnncipal
shareholders
Hierarchy
(make)
Hybridextended
d.possible g.no j.yes
Competitionamongb.yes e.limited h.notanissue k.no
suppliers/service
providers
RiskAlocation c.yes
betweenpnncipal
and
suppliers/service
providers
I.difficult i.notnecessary I.essentialbut
o允enneglected
extendedtable1.5
出所 :ArneBongenaar"Corporategovernanceandpublicprivatepartnership
-ThecaseofJapan-"2001年､NGS282｡
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図表2-12Twosta9ePOliticaldecision-makinginbigprojects
Negative?:cutproject
?
?
?
??
出所 :ArneBongenaar"Corporategovernanceandpublicprivatepartnership
-ThecaseofJapan-"2001年､NGS282｡
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いくつかのケースでは､競争的な環境は入手できないことが認められるにちがいない｡一つの事例
は開発､建設運営などで同時に余地がある間は､自発的に売却することはないことが土地所有者の
立場である｡このような公共部門の状態は､土地所有者が公民連携のために事業提案をせず､自発
的に参加することがあろうとなかろうとはじめに確認すべきである｡これは公共部門が管理､規制､
評価に対してどちらかの間のつらい選択に直面するケースでないとすれば､その協力者は公民連携
の設立から終始全体の開発または中止すると認識される｡
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図表2-13 Aconceptualmodelforprivatesectorinvolvementinpubliclyinitiatedprojects
positive?:marketproject
?????????????
< >
Marketconsultations
Projectadaption
Tenderforprojectidea
(plussubsidy)
Scenario'S
a.priVateproject
b.publicproject
出所 :ArneBongenaar"Corporategoverlanceandpublicprivatepartnership
-ThecaseofJapan- " 2001年､NGS282｡
④ 日本における公民連携の今後の展望 第 2次世界大戦以降､日本は地域開発に努めてきた
ため､東京首都圏地域の機能の過度の集中をもたらした｡地域開発によって多数の高速道路､鉄道､
橋梁､トンネルと遠隔地域の科学都市の建設が促進された｡同時に､関東､関西､中部の中心地域
では大変な数のプロジェクトが実行された｡各省庁､都道府県､市町村等の政府機関は相互に関連
した自発的に熟慮されたプロジェクトを実施することはできなかった0
そこで関東地域の4つの主要な地域では､政府は重複された会議施設や展示施設の債務を支援し
た｡建設産業の間で類似した協力連携によって､費用のかかるプロジェクトは厳密な費用 ･便益分
析をせずに建設される可能性を各省や政治家は理解した｡首都機能の移転は､利害関係が与えられ
またこれまで要求され提出されてきた首都を除いて多くの機会に提案されてきた｡国際的および国
内的な圧力は､国内需要を増加する目的のためには大規模プロジェクトは好都合であった｡日本の
大規模資本の銀行や大蔵省による行政の判断と緩い規制の結果､不確かなプロジェクトのために利
用され､公民連携が実行された｡関東地域において､競争する都市開発プロジェクトの莫大な数に
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関する広範囲な批判的な意見は軽視された｡公共部門 (国､都道府県および市町村自治体)握､プ
不当に偏らせた｡重大な実行可能性の分析問題を引き受けるのに比べ､民間部門に対する動機づけ
の結果としては､不十分でしかも分析は標準にまで達していなかった｡その研究方法は､プロジェ
クトや技術が動かされたというよりは､むしろ市場が動かされた｡低下する傾向にあった公民連携
に対する風潮の中で､1995年以降日本政府は代案を展開するために努力した｡しかしながら､結局､
VanWolferen(2000)が次のように述べていることは正しいといえよう. すなわち､｢日本では資
本家階級は出現しなかったので市民権の意識は発達しなかったという事実は､実際問題として公共
部門と民間部門の区別を決してしなかったという政治経済は悲惨な結果を経験した｡"公共財"の
考え方は政治経済の内部の支配的集団にとっては有意義なものではない｣との見解については､ボ
ングナ-も同様に認識している｡
(注)
1)TheoTHIEMEYER& GuyQUADEN"THEPRIVATIZATIONOFPUBLICENTERPRISES
byCImEC-AEuropeanDebate-"(テオ･ティー マイヤとガイ･クオー デン編著 r公企業の民営化-
ヨー ロッパにおける論議j原題O日本語翻訳書､尾上久雄･他編 r民営化の世界的潮流J御茶の水書房､
1987年12月)
2)上掲書､尾上久雄 ･他編 F民営化の世界的潮流』
3)上掲書､尾上久雄 ･他編 r民営化の世界的潮流』
4)上掲書､尾上久雄 ･他編 F民営化の世界的潮流｣
5)上掲書､尾上久雄 ･他編 r民営化の世界的潮流J
6)上掲書､尾上久雄･他編 r民営化の世界的潮流j
7)ArneBongenaar"Corporategovernanceandpublicprivatepartnership-The case ofJapan-"
2001年､NGS2820(r企業統治と公民連携方式一日本の事例研究-J)
8)揮井安勇 ｢新時代に向けたプロジェクトサイクル｣r地域経営の革新と創造J(第3セクター研究学会
編､透土社/丸善)2000年5月
9)上掲論文､浮井安勇 ｢新時代に向けたプロジェクトサイクル｣
10)上掲論文､揮井安勇 ｢新時代に向けたプロジェクトサイクル｣
ll)前掲書､ArneBongenaar"Corporategovernanceandpublicprivatepartnership-Thecaseof
Japan-"2001年3月､NGS282｡(r企業統治と公民連携方式一日本の事例研究-j)
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甲∴都市 ･地域政策へ㊥餐氏連携方式の新たな展開
1 社会資本整備の考え方の変化と岳民連鹿の新たな潮流
I1 社会資本整備の考え方の変容と公共公益施設複合化多機能の進展 ､
近年国民の志向は､心の豊かさ,一自己満足､ふれあいなど個性に応じて多様化している｡ 特に､
｢産業振興優先｣かち ､ 近年の ｢生活充実優先｣へ､また ｢多元価値の社会｣へと価値観は大きく
変貌している｡とりわけ､..昭和時代末から平成年代初頭に発生したバブル経済の波とバブル経済の
崩壊過程の中で､-国民の意識は大きく.変容tLてきた｡国民の間では生活の豊かさや個人の満足を求
める動きが活発化してきたが､このような新しい潮流は国土 ･地域社会の形成において､①利用者
サイドに立った社会資本の整備､②地域社会､コミュニティの重視､`③環境共生に象徴される自然
社会､地球環境との共存､(彰生活圏の広域化に対応した地域の広域交流の促進､⑤交通機関や情報
技術の発達による国際化の進展など新しい社会ニーズを生み出している1)0
このように新しい潮流に対応した生活資本重視の考え方､多元的な価値を求める社会資本形成を
進中､2ユ世紀を展望したわが国の社会資本整備に係わる課題として､国圭計画のバラタイム転換し
た琴五次の全国森谷開尭計申 ｢21世紀国土のタランドデザイン｣では､基本的に､①社会資本整備
におけろ機会均等の確保､②投資余力が減少する中での社会資本整備のあり方､③社会資本の既成
の実現､④新たな要請への重点的対応の4つの視点より捉えている2)｡
これを公共公益施設整備にあてはめてみると､(丑公共施設利用の機会均等の確保､(参多様化する
国民ニーズに対応する幅広いサービスの供給､③国民の生活圏の拡大に対応する施設の配置､④国
際化､情報化､高齢化､環境､防災などを考慮した施設の整備､(9公共施設の有効な利活用のため
の管理 ･運営の4つに要約される3)｡ また､将来社会の公共公益施設の整備方向については､①
施設利用のオープン化 :閉鎖空間から広く開放された空間形成へ∴(参ネットワーク･連携化 :利用
の連携性､情報交換の推進､③アイデンティティの確保 :`地域性や個性ある機能 ･演出､④施設整
備の一体化 ･硬合化 :施設利用や投資額に対する効果的な整備の-4つの視点が注目される4)0
このような複合多機能公共公益施設塵備において､①新たな複合化 ･多機能化の視点より異なる
事業主体の連携を生む背景､この背景に基づき､②複合化 ･多機能化が要請される主要な課題､さ
らにこの課題解決として考えられる､⑨複合多機能型公共公益施設甲整備方向､すなわち ｢低い負
担による高次機能の実現｣｢地域の活性化｣｢住民サービス水準の高度化｣との関係性を図式化した
ものが図表3-1である5)､｡
このような複合多機能型公共公益施設整備がめざす目的および意義は､次の2つの視点と関係者
の立場､すなわち①事業主体の観点より､行政､民間企業からのアプローチ､(参利用 ･活用する側
の観点より､行政､民間企業､利用者 (地域住民)からのアプローチをする必要がある6)0
2 複合多機能型公共公益施設の捉え方と ｢複合｣｢連携｣の概念
公共公益施設は公共公益のための用に供する施設で､不特定多数 (地域住民)による共同利用施
設である｡人間が共同生活を営む上で不可欠な施設で､利便性が高くかつ快適に利用できることが
基本的条件となる｡このように公共公益施設の ｢複合多機能型公共公益施設｣は､①複数の施設機
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図表3-1
複合化の背景
(1)低成長経済の定着
地方を中心に税収伸び悩みと社会資本投資余力の低下
(2)人口減少 ･高齢者時代
人口構成の変化
行政ニーズ
の高度化
(3)生活水準の向上と国民の価値観 ･ライフスタイル
の変化
･心の豊かさ･ゆとりある生活の重視
･レジャー ･余暇の重視
･女性の社会進出
･市民の社会貢献意欲の高まり
(4)交通基盤整備の進展による移動時問の短縮と生
活圏の広域化
(5)地球時代到来による地方の国際化
(6)産業構造の変化
(7)高度情報化社会の進展
(8)防災体制の重要性の再認識
(9)環境共生型社会構造の形成
(lq)行政の広域交流 ･連携に対する関心の高まり
複合化の背景 ･主要課題とモデル提案
複合化 を要請する主要課題
I(1)低い負担で高い桟能の実現】
連携主体 ･複合機能による高度化
機能の複合による高度化
行政の広域的な交流 ･連携と民間活力の導入
民間ノウハウ導入による運営効率化･サービス向上
【(2)地域の活性化】
第3次産業の雇用校会確保
産業振興施設の 整 備
･産業育成 ･企 業 誘致
･国際的取引基 盤 整 備
･人材教育施設 整 備
･大型小売店舗･ア ミ ューズ
メント施設等 の 整備
地方圏での国際交流基盤の配置
集客力向上のための公共施設導入
都心部での居住機能の充実
都心の高齢者対応施設の充実
【(3)住民サービス水準の高度化】
遠距離通勤者への行政サービス
地域住民､団体等多様な主体の地域づく
り参画
女性の就業を容易にする環境整備
地域の独自性を活かした文化施設の充実
大災害に備える火災対応機能の充実
出所 :『複合と連携』186頁
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新 しい複合型公共施設
(モデル提案)
都 心 再 生 拠 点 施 設
地域コニユニティ創造施設
ダブルインカム支援施設
防 災 稔 合 拠 点 施 設
リサ イ ク ル 拠 点 施 設
総合生活支援施設(都心型)
広 域 連 携 役 所
地 方 国 際 化 拠 点 施 設
新型人材活性化センター
地 方 創 造 拠 点 施 設
総合生活文枝施設(地方型)
能が一体化かつ複合化 ･多機能化した公共公益施設､また(参事業主体が複数 (連携)からなる公共
公益施設の2つに分けて考える必要がある｡すなわち複合化多機能化は､｢複合と連携｣を含む概
念と位置づけられ､複合多機能型公共公益施設の概念化がされる｡これら複合化による魅力またメ
リットは､｢あそこに行けば何かができる｣という期待感と安心感が満たされ活動の選択の帽が広
がる点また効率的な施設整備や運営が可能になる点などがあげられる0
3 複合型公共施設の新しい視点と複合化のタイプ
自治体による複合多機能施設整備は､建設費の節約や土地の高度利用などを目的にさまざまな形
態で行なわれる｡事業主体の連携は､広域市町村圏組合によるゴミ焼却施設の整備など ≪公一公≫
による連携が行なわれる｡また､全国的にもさまざまな事業分野で ≪公一民≫の協力により､第3
セクターが設立され施設整備､施設管理運営などが行なわれろ｡また､事業主体が複数でかつ施設
機能の複合が類似分野ではなく､異分野の複合化されたものも多い｡第3セクター方式による施設
整備では､機能面の必然性からの複合化 (福祉関連機能の複合等)というよりも､地域振興の拠点
施設づくりなど明確な目的に基づく複合化が意図的に組み込まれる例が多い｡福祉施設と文化施設
やスポーツ施設､商業施設など異なる分野の複合化がその代表例である｡｢複合および連携の概念｣
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を公共施設整備にあてはめると､複合化は①単一機能と複合機能､(彰単一主体と連携主体の視点よ
り､4つのタイプに分類できる7)0
4 複合化 ･連携化のメリットとデメリット
｢複合化のメリット｣は､(彰単一主体による複合機能整備 (機能複合)､(参複数主体による複合
機能整備 (事業主体の連携による機能複合)､③複数主体による単一の機能の整備 (事業主体の連
漢)の観点より捉えられる8)0
事業主体の連携が ≪公一公≫の連携の場合には､国が支援法制度をつくり県が地域指定を行い､
市町村が事業を遂行するパターンがある (地方拠点法に基づく広域事業実施等)｡一方､≪公一民≫
の連携では､自治体と民間企業の共同による事業の実施形態で､再開発組合や第3セクターの形態
をとる場合が多い｡一般に､公共または民間企業が所有する土地の公的な有効活用､場所の提供
(飲食施設､購買施設等)､共同事業実施などが連携による事業対象である｡図表3-2 ≪公一民≫
の連携施設の事例を示したものである9)0
他方､｢機能の複合化によるデメリット｣は､①お互いの機能や主体の個別性が干渉し合う､②
各施設や機能の自律性が減衰する､③利用者の認知度が減少する､④一地域に特定機能が集中する
点などがあげられる10)0
5 公有地における事業開発手法と有効活用例
複合融合開発と施設の複合化融合化の動向をみると､基本的には､次の3つの大きな流れ､(む公
共公益施設の立体化 ･合築化 ･複合化 ･多機能化 ･融合化の流れ､②民間活力の活用による規制緩
和の流れ､③バブル期の土地高騰に伴い対処された公有地の有効活用の流れがその背景にある11)｡
一般に複合多機能施設整備をする際には､｢土地利用と施設整備｣との関係より､事業主体如 こ
国表3-2 公一民連携施設の例
施 p設 名 所 在 地 事 業 主 体 複 合 機 能
エルパーク仙台 仙台市青菜区 仙台市､市街地再開発組合 女性センター､消費者センター､商業施設など
秋田県総合生活文化会館ア 秋田県秋田市 秋田県､秋田市､日本生命 音楽ホール､美術ホール､多目的ホール､研修室､イペシト広
トリオン 場､生活センター､女性就業援助センター
大宮ソニックシティ (埼玉県産業文化センター) 埼玉県大宮市 埼玉県､大宮市､柳埼玉県産業文化センター､日本生令 ホール､会議室､展示場､駐車場､オフィス､ホテル
吉川情報サービスセンター 埼玉県吉川市. 書川市､民間不動産 情報拠点オフィス､役場出張所､視聴覚ライブラリ
アクトシティ浜松 静岡県浜松市 浜桧市､節-生命､三菱地 ホール､会議室､展示場､博物館､研修センター､ホテル､商
所 業施設､オフィス
名古屋ナディア.パーク 名古屋市 名古屋市､信託銀行､第三 青少年文化センター､国際デザインセンター ､商業施設､オフイ
セクター ス､レストラン
京都リサーチ .パーク 京都市下京区 京都府､京都市､㈱京都リ 中小企業総合センター､工業試験場､先端技術オフィス､イン
サーチパーク､帥京都高度技術研究所 キユベーターセンター､ほか
岡山シンフォニービル 岡叫県岡山市 岡山県､岡山市､再開発組′ゝ亡コ シンフォニーホール､店舗､オフィス
出所 :『複合と連携』93頁
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事業開発方法を検討する必要がある｡｢土地利用と施設整備｣は､｢土地所有関係と事業主体｣の観
点より､基本的に､①公共投資主導型､②第3セクター方式､(参土地信託方式､④民間ディベロッ
パー方式の4つの事業開発方式に分類すると､各々の事業開発方式と土地所有関係､また施設との
関連性より次のようなタイプに模式図化､類型化できる12)0
① 公共投資主導方式 次のように類型化できる｡
(∋ 自治体所有地 (県 ･市町村等が土地を取得)に公共施設を整備する｡
例 :文化会館､文化ホール､図書館等 (図表3-3-(∋)｡
(彰 自治体の所有地 (県 ･市町村等が土地を取得)を外郭団体等に分譲する｡
例 :観光協会､商工会議所､住宅供給公社等 (図表3-3-②)｡
(勤 自治体の所有地 (県 ･市町村等が土地を取得)を外郭団体等に賃貸する｡
例 :観光協会､ふるさと公社､産業振興センター等 (図表313-③)｡
④ 自治体の所有地 (県 ･市町村等が土地を取得)に､誘致施設等に土地を無償 (廉価)で提
供する｡
例 :総合病院､大学等の公共 ･公益施設､県等の教育福祉等の広域的な公共 ･公益施設等の
誘致 (図表3-3-㊨)｡
(参 第3セクター方式 次のように類型化できる｡
(∋ 第3セクターが自治体等より土地取得し､自社用利用およびテナント用のビルを建設して
賃貸する｡商業ビル･オフィスビル併用､ホテル等｡
例 :下関シーモール等 (図表3-3-⑤)0
(参 第3セクターが自治体等より土地を取得する｡第3セクターがビルを建設して一部賃貸､
一部分譲する｡オフィスビル･住宅分譲 ･併用ビル等｡
例 :越谷コミュニティプラザ (市が管理運営するホールは､.借入金返済完了23年後に市に無
償譲渡する)(図表3-3-⑥)｡
(彰 第3セクターがビル建設をして賃貸する｡商業ビル･オフィスビル等｡
例 :南予レクリエーション都市開発､紀伊長島レク都市開発等 (図表3-3-(む)O
③ 土地信託方式 次のように類型化できる｡
(D 自治体 (県 ･市町村)の所有地を公有地信託する｡
例 :東京都､大阪府､大分県､熊本県等 (図表3-3-⑧)0
② 第3セクターが土地を取得する (自治体等からの借地でもよい)｡第3セクターが土地を
信託する｡
例 :大分県別府市 (図表3-3-⑨)0
(参 現況の土地所有者が信託銀行に土地信託をする｡土地信託のビルに公共公益施設等が入居
する (図表3-●3-㊨)
④ 民間ディベロッパー方式 次のように類型化できる｡
① 自治体 (県 ･市町村等)が民間に事業目的 (事業コンペ等)を明確にし土地分譲する｡
例 :神戸市六甲アイランド等 (図表3-3-⑪)｡
(参 自治体の所有地 (県 ･市町村等が土地を取得)を民間に土地を借地させ (借地権の設定､
借地権の等価交換等)､複合ビルを建設する｡民間は公共より借地する (借地権の等価交換)∩
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図表3-3 モデルタイプ
(公共主導方式によるタイプ)
@ ③
(第3セクター方式によるタイプ)
@
(土地信託方式によるタイプ)
⑨
(民間ディベロッパー方式によるタイプ)
(土地分譲)
出所 :図表313-①～3-31⑬は出井信夫編著
『官民共同開発と公共 ･民間複合施設計画資料集』36-37頁
(賃貸借)
(専有許可)
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自治体は借地権の設定により地代収入が得られる｡
例 :埼玉 ･ソニックシティ (借地権の等価交換方式)(図表3-3-⑫)0
(参 自治体の所有地 (県 ･市町村等が土地を取得)を民間が借地し､商業ビルや賃貸住宅等を
建設する (建設物)は明示する (図表3-3-⑬)0
6 複合多機能型公共公益施設の整備手法と事業事例
公共と民間の協力 ･連携による ｢複合｣｢多機能｣｢融合｣開発プロジェクトとして ｢複合多機能
融合型公共公益施設｣整備は､今後ますますその必要性が要請されることは間違いない.21世紀は､
まさに ｢複合化 ･多機能化 ･合築融合化による公共公益施設整備｣は､時代の潮流となる｡ これら
複合 ･多機能 ･融合開発プロジェクトや公共公益施設の複合化 ･多機能化 ･融合化の事例は､多種
多様である13)｡ とりわけ､｢PFI｣(民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関す
る法律)事業が目指す公共事業における新たな仕組みづくりと社会システムの構築にあたっては､
この ｢公民連携｣の概念は不可欠である｡これらの適用可能な事業事例や制度は､極めて多種多様
な領域や分野に及ぶことが理解されよう｡ 今後､PFI事業の推進やNPO事業の展開に伴い､ユ
ニークな複合 ･多機能 ･融合施設例が誕生すると期待される｡
2 寄付金および基金制度の利活用による地域社会再生蘇生への改革提言
1 地域社会の再生蘇生に向けて寄付金の果たす機能 ･役割とその評価
敗我の焼土より戦後50年を経て､欧米先進諸国へのキャッチアップを目標に確立された日本経済
は､近年さまざまな局面で制度疲労を起こし､急速に綻びを顕在化させた｡政治的 ･経済的な視点
から文明論的な視点に至るまで､さまざまな視点より改革や対策が講じられていることは､周知の
とおりである｡
これまで社会資本整備や公共財 ･サービスは､国や自治体等の公共部門によって提供されてきた
が､現行諸制度では適切かつ的確に対応できにくいさまざまな局面が多々生じている｡ この打開策
として､｢PFI｣(PrivateFinanceInitiative:民間企業のリスク負担による公共事業の推進法)
や ｢NPO｣(NonPro丘tOrganization:非営利組織)による地域公共財サービスの提供など新た
な対応方法が出現してきたわけである｡ とりわけ､NPOやNGO (非政府組織)を中心としたボ
ランティア活動など非営利団体などの活動は､国や自治体を中心とした公共部門によるサービスの
提供や民間企業部門によるサービスの提供よりも､きめ細かなサービスが迅速に提供されると期待
されている｡その期待の大きさは､NPOの活動に対し議員立法により､｢特定非営利活動促進法｣
の法律制定 ･施行がさ.れたことからも理解できる｡特定非営利活動促進法における非営利活動の具
体的活動は､12分野に及ぶ｡この活動分野で一定の要件を満たすNPOには法人格が付与されるが､
NPO法人の財政運営は困難な状況にある｡ そのためNPO法案が議論された当初段階より､NP
Oに対して支出される個人および法人からの寄付金には寄付金控除制度が認められるよう関係機関
に強く要請されてきた｡NPO法人に対する寄付金は､NPO法人の安定的な財政確保に役立つ一
方､企業や一般地域住民がNPO法人に対し積極的に支援する意識の醸成と向上を図る観点からも
重要であると寄付金控除制度の導入が検討されたが､結果的に一般寄付の扱いであり､公益法人や
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特定公益増進法人にみられるような特別な寄付金控除制度は認められていない｡
この背景には､(∋現行の寄付金控除制度など税体系や税制度の大幅な改正が必要となるので税財
政当局などの強い反対があったこと､(多国や自治体の財政悪化や財政危機の急速な逼迫化があった
こと､③国や自治体が直接的にNPO活動の寄付金控除対象団体の認定することは困難で､一律的
に優遇税制を認めることは税制等の混乱を招くこと､④従来の公益法人等に対して企業からの寄付
金制度は必ずし十分に活用されているとは言い難いことなどがあげられる｡
今後の課題は､これらNPO法人などに対し財政安定化と健全な活動育成を促すために､具体的
にどのような財政的な支援措置や仕組みを考慮すればよいかなど､さまざまな角度より議論する必
要がある｡
2 寄付金に関する税制改革への期待と ｢議員立法｣の可能性
NPO法人などに対する個人および企業からの寄付金支出に関しては､税制度改革や税制の在り
方の観点より抜本的な変革が期待されるがJ種々の状況を鑑みると現状では極めて困難であると言
わざるを得ない｡筆者は､現行の税法制度を踏まえ､個人および企業の寄付金に関しては､次のよ
うな税制改革の提案をする｡筆者の本意は､実現が困難と考えられる抜本的な現行法制度等の改正
を提案することよりも､むしろ現行法制度を踏まえ財政当局などからも受け入れ易いと考えられる
諸制度の改革を提案するものである｡根本的な制度改革は必要であるが､その実現性がほとんど見
込めないとすれば､現実的には意味はない｡実現可能性の高い提案をすることにより､地域社会の
蘇生 ･地域活性化の推進を図る上で､寄付金の役割 ･機能を最大限に利活用することに大きな意義
があると考える｡ もちろん､この提案は単なる現実的な妥協案ではない｡現行の自治体の税財政制
度､自治体の政策形成過程においては､革命的であるといっても過言ではない｡その意味では､
｢市民による税金革命｣であるといえる｡｢自治体および一般市民の意識革命を伴う｣ものである｡
提案の骨子は､次のとおりである｡
(丑個人が自治体に対して支出する寄付金額は､所得税で認められる現行制度の政党等に対する
｢特定寄付金｣(現行法では平成11年12月31日までの措置である)と同様､｢税額控除｣を認め､租
税特別措置法などの延長等による税制度の改革を図ること｡ 寄付金控除に関する計算式は現行の計
算式を踏襲すること｡②その際の所得税の計算は､寄付する者が ｢所得控除｣｢税額控除｣の両者
のどちらでも自由に選択が可能となるように認めること｡③市町村民税 (住民税)については､所
得税の計算と同様に､｢所得控除｣｢税額控除｣の両者のどちらでも自由に選択できるよう認めるこ
と｡ (彰法人が自治体に対し寄付をする ｢特定寄付金｣は､現行法どおり ｢寄付金全額を損金算入で
きる｣ことである｡
これらの提案のうち､①および②の実現可能性は高い｡他方､③の実現可能性は､①および②の
実現可能性よりも困難かもしれない｡その理由は､現行法の市町村民税額計算で一定以上の寄付金
(10万円以上)は ｢所得控除｣が認められているが､｢税額控除｣は認められないためである｡ 前
述した①および②の税制等の変更 ･改正よりも､諸条件の改正整備が必要となり関係機関の煩雑な
調整作業が難行する可能性がある｡とはいえ､関係者間の熱意と情熱があれば税法の改正等は決し
て不可能ではない｡NPO法の成立と同様に､支援方法の一つとして､議員立法による速やかな税
法等の改正が期待される｡
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3 自治体の基金設定に関する ｢条例制定｣の可能性
筆者は､個人および法人の寄付金支出は､NPO法人など直接的に行なうよりも､むしろ自治体
が ｢NPO支援基金｣などと寄付金を引き受ける受け皿としての機能 ･役割を果たすことが最適で
あると考える｡次のように要約される｡
自治体に対して支出される個人および法人からの寄付金は､特定寄付として個人の場合は､所得
税の所得控除対象また住民税の所得控除対象として認められる｡また､法人の寄付は寄付金の全額
が損金算入限度額の対象として認められている｡すなわち､自治体は寄付金の対象団体としては､
税法上最も優遇措置されているからにはかならない｡したがって､NPO法人に対し直接的に寄付
をするよりは､むしろ自治体に対して特定寄付をし､その寄付を基に､一般会計等に ｢基金｣等を
設置し､基金の適切な運営管理を図り､NPO等に支援するという支援システムを確立することが
望ましいと考えている｡
具体的な理由は､次のとおりである.(1)企業の法人税の全額損金算入額の対象団体である｡した
がって､寄付者側の法人税等の軽減措置がインセンティブ (誘因動機)として有利に働くことにな
る｡(2)仮に､NPOや一般公益法人等に対し個人や企業が寄付をする場合､現行法では個人の一般
寄付金に対する所得控除制度は認められていない｡企業からの一般寄付は一定の損金算入限度郡の
範囲で法人税の軽減措置はある｡ 一般寄付の損金算入限度額は､一般に認識される金額に比べ極め
て低い金額である｡ちなみに､資本金1億円の企業が損金処理できる一般寄付金額を試算してみよ
う｡ 課税所得が0円であると仮定する (売上金額ではない)と､125,000円 〔(1億円×2.5/1000)
×1/2〕にすぎない｡この金額は､1団体に対する寄付金額ではない｡この企業が寄付をしよう
と考える全団体に対する1年間の一般寄付金額の合計額である｡この限度額を超えて寄付すること
は企業の自由であるが､限度額を超える寄付金に対しては､交際費課税と同株に全額課税対象とな
る｡企業が何らの対価なしに､一般寄付金の損金算入限度額を超え課税されてまでNPO等に対し
寄付をすることは現実的には極めて厳しいと考えられる｡ NPOが企業や地域住民からの寄付金を
期待し､寄付金控除制度の拡充 ･変更を主張する姿勢は一定の理解はできるが､現行税法制度法の
ハードルは極めて高いといわざるを得ない｡(3)現状のNPOの設立経緯や背票は､多様である｡公
益性が高い団体から会員 ･クラブ的な共益性の高い団体まで､あるいは地域限定的な団体から全国
的､世界的な活動を展開する団体まで､多種多様で玉石混交状態にある｡また､NPO法人に関す
る情報や情報公開の精度も一棟ではない｡したがって､個人および企業等の寄付者は､どの団体に
寄付することが妥当であるかを判断する基準や情報はほとんど持たないといってよい｡･一般の公益
法人や優遇的に寄付金控除が認められる､特定公益増進法人や特定公益信託などの認定条件には厳
しい基準がある｡現状では､この厳しい基準 ･条件に合致するNPO法人は少ないといえる｡ した
がって､公益法人に対する寄付金控除制度と同様の制度担保を確保することが精一杯である｡つま
り､公益法人等の一般寄付および特定公益増進法人や特定公益信託と同様な優遇措置が容認される
ことは可能であると考えられるが､それ以上の自治体に対するような寄付金に対する優遇措置がN
PO法人に与えられるにふさわしい団体であるとは考えにくい｡
それに対し､(4)自治体に対する寄付金については､①一般会計などに設置された基金を道営する
に際し､より公平に公正に運営するという観点より､公益信託と同株に､学識経験者等を中心とし
た基金を交付する助言機関として､｢基金運営管理委員会｣などを設立するこ'tは容易である｡ と
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同時に議会､地域住民等に対し情報公開を行い､支援措置の妥当性などを議論することが可能とな
り､適切な対応がとれる点があげられる｡②自治体に設置された ｢基金｣の中にNPO法人などに
対する支援基金などが設置された場合∴当該自治体側は､全国的に広範囲な規模で､基金設置趣旨
に賛同する個人および法人の賛同者より多額な寄付金を集めることが可能である｡(彰自治体の一般
会計などに設置された ｢基金｣の中に､｢まちづくりトラスト｣｢地域の自然環境保全｣｢歴史的文
化的建造物保全十などを推進するために基金などが設置された場合､当該良治体では､全国的な広
範囲な規模で､基金設置趣旨に賛同する個人および法人の賛同者より多額な寄付金を集めるこ とが
可能である｡④ ｢老人福祉を重視する｣｢子育てを重視する｣｢障害者 ･登校拒否氏児などの健全育
成を重視する｣｢里親制度｣｢農産漁村留学制度｣｢ベンチャー ･企業家支援制度｣など､ユニーク
な都市 ･地域政策を推進する自治体では､政策や基金設置趣旨に賛同した個人および法人の賛同者
より多額な寄付金を集めることが可能である｡
このような観点を踏まえ､｢個人および法人から自治体に対する特定寄付金｣を原資に､｢まちづ
くりトラスト｣｢地域の自然環境保全基金｣｢歴史的建造物の保全基金｣｢NPO法人に対する支援
基金｣等々の ｢基金｣を設置し､｢基金の運営管理｣には公益信託と同様に基金運営委員会等の助
言や指導を受け､基金設置に合致した活動を推進する諸団体等に対し､基金の果実 (利息)等を配
分 (基金の元金取崩を含め)することにより､諸団体の活動等を支援 ･助長する仕組みづくりを提
案する｡寄付金と基金設置の一連の関係性 ･連携性を体系的に模式図化したものが図表3-4であ
る14)｡ 自治体が基金設置条例を制定し､寄付金を募ることは安定的な財源確保にもつながると同
時に､当該事業 ･サービスの提供が可能となる点でも自治体行財政運営上のメリットは大きいとい
える｡
もとより､筆者の新たな考え方や新しい発想 ･提案等に対しては､その趣旨が誤解され曲解され
る懸念もある｡ 中には､自治体の行財政運営はそれほど信頼できるものではないと自虐的に忠告さ
れる自治体関係者もいる｡自治体の管理統制が強くなると､NPOの自律性､独立性を強調する関
係者もいる｡現状維持的な発想が強い自治体では､受け入れ難い面があると批判をする関係者もい
る｡これらの懸念は筆者も十分認識している｡筆者の提案 (新潟日報等に詳解された)を中心に､
現状のNPO法人に対する諸活動などに対し､一般市民や自治体はどのように考えているのかを把
握するため､(丑一般市民と(参自治体に対する意識調査を行なった15)｡ この意識調査の結果概要を
公表したところ､筆者の発想に基づき基金設置を実施した自治体がすでに出現している16)｡
分権時代における自治体の都市 ･地域政策では､自治体は自らの創意工夫により地域社会の蘇生
と再生を図ると同時に､効果的でかつダイナミックな発想の転換が求められている｡ また､広域的
な視点より ｢自治体間の広域連携｣｢自治体連合｣｢自治体間の合併｣などの促進が､地域住民の発
議として提案される事態が予想される｡このように自治体を取り巻く社会経済環境が大転換する中
で､多種多様な地域住民ニーズや社会的必需性の動向の変化が著しい｡魅力ある都市 ･地域政策が
確立できず､十分な住民サービス提供に欠ける従来型の行財政運営を執行する自治体に対しては､
逆に自治体内に居住する地域住民や地域企業などが､他地域の魅力ある政策を推進する団体やNP
O法人に対して適切な支援措置を掲げる他の日時体に対して寄付する事態もあると予想される｡自
地域から他地域へ寄付金が著しく流山化する現象は､結果的に ｢寄付金の所得控除｣制度等の影響
を受け､自治体の根幹である市町村民税 (住民税)の減少をもたらすことにつながるはずであるが､
図表3-4 個人および企業からの ｢寄付金および基金設置｣制度を利活用した地域活性化 ･地域振興の新たな方法の体系化
(｢信託法人｣的な考え方 ※2) ※ 1 ぷ 喜誓究弘 誓書霊宝㌘島控､｢墓欝 誉{霜 等誉謂 禦指 竪81=ち
自地域内に居住する
(｢信託市民｣的な考え方 ※ 1)
他地域内に居住する
も強い意志をもつ､主体的な 能動的な対応をする行動を指す｡
寄付金の全額損金算入 ※ 2 ｢信託法人｣的な考え方とは､磯村氏の概念に倣い､筆者がつけたo
自治体 のt一般会計
｢
Li匡匝
J積 立 基 金
(条例に基づき
基金を設置する)
匝 城づくり支援基金
l地域産業振興基金
l地域福祉拡充基金
l人材育成支援基金
lNPOの支援基金
寄付金の所得控除
(所得の一定限度額内)
地域住民や寄付者等の参画を待て
基金の効果的な管理運営を図るため
基金運営管理委員会等を設置する｡
金設置の目的に応じた活動等を支援する
金設置の目的に応じた活動等を支援する
金設置の目的に応じた活動等を支援する
出所 :出井信夫 ｢新しいまちづくり活動の支援システムの研究｣F新潟産業大学経済学部 紀要第20号lより作成
????????????
?
?
?
?
??
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現状ではこの現象が生ずることはほとんど認識されていないことは危機的状況であるといえる｡こ
れは､経済学で議論される ｢足による投票｣の顕在化されたものにほかならない17)｡
この議論は､各自治体の公共サービスの供給をめぐる競争は市場機構における価格競争と同じ状
況が生ずるが､その結果資源の最適配分の達成が可能であるという議論である｡ これには､次の前
提諸条件が必要である｡(∋人々は自治体間を自由に移動できる､②人々はすべての自治体の公共サー
ビスの供給や財源負担に関する完全な情報をもつ､③地方公共サービスの便益はほかの自治体にプ
ラス ･マイナスの外部効果をもたらさない､④居住地域と働く地域は一致しなくてもよい､(9人々
の選択対象となる自治体は十分存在する､⑥地方公共サービスの供給には最適人口規模がある､(∋
最適人口規模を上回る地域は住民を減少させようと自治体が行動する一方､逆の坤域では人口を増
加させようと自治体は行動するなどがあげられる｡これらの条件のもとで､(ヨサービス需要者の住
民は自らの選好に最も適した自治体が足による投票で選ばれ､(勤選好や所得差がある異質的な住民
はグループ化され､同質的な住民が同一の自治体を形成する一方で､供給者の自治体は地方公共財
のサービス水準の向上など､インセンティブにより住民の増加や減少を図ることになる｡ アメリカ
では､フロリダ州など温暖な気候地域で老人が多く集まる自治体が集積している｡
わが国は､アメリカとは社会的経済的環境条件が異なるため､居住地移動､職業移動など自然的
社会的移動が直ちに急速に展開されるとは考えにくいが､結果的に現実的な移動を伴わずにこの現
象と同様の事態が生ずることになる｡
自治体当局にとっては由々しき事態である｡ 政策やサービス提供の如何によっては､政策論的に
魅力ある自治体に負ける結果となり税収減により自然淘汰される事態もあり得ることを自治体関係
者は認識する必要がある｡ これは ｢荒唐無稽な絵空事ではない｣｡税収が不足するからと､｢外形標
準課税｣の課税客体探しに血道を上げる自治体も少なくない｡地域住民のみならず全国的に関心を
持つ関係者などに対し､NPO法人の事業展開や環境 ･エネルギー問題などの適切な対応など､魅
力ある政策の確立やPR活動を行ない､全国的な規模で寄付金等を募ることは可能である｡魅力あ
る政策提案に賛同した寄付者が全国的に広がるならば､外形標準課税を超える究極の税収源である
といっても過言ではない｡このように地域住民や地域法人にとどまらず､他の地域住民や地域法人
からも ｢魅力が溢れる｣｢ユニークで個性あふれる政策を掲げる｣ことができる自治体には､広範
な全国的な規模で当該団体に対する支援として､寄付金が多数よせられて財政運営的にも安定化と
考えられる｡これは､まさに知恵と汗の政策の結晶にはかならない｡21世紀分権時代とは､まさに
自治体間の知力の大競争時代で､自らの創意工夫による知恵と汗と努力により地域の活性化や地域
振興を図らなければならない時代であることを認識する必要がある｡
3 都市 ･地域政策課題の新たな視点と今後の政策研究の方向
1 PFl･NPO･基金 ･公益信託 ･第3セクターによる公民連携の視点
国内外の激動する社会経済環境の中で自治体を取り巻く問題には､国と自治体の役割分担 ･権限
委譲問題､国と自治体の税財源配分の見直し･委譲問題､市町村合併問題､地方交付税問題､広域
行政問題など､自治体および地域社会再編問題がさまざまな視点より議論されている｡これらの問
題は､究極的には国と自治体の役割分担を基本的に問い直す ｢地方分権問題｣に集約されるといえ
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る｡地方分権問題とは､①国と自治体の役割を見直すにとどまらず､②自治体と地域住民の関係性
を見直す観点からも極めて重要な問題である｡一般に､自治体側では ｢税財源や権限の委譲 ･分権
化を国に求めている｣のに対して､国側では ｢自治体の行政執行能力や調整力の問題を危倶してい
る｣など､自治体側と国側の両者間の主張はともすれば対立的な関係で位置づけされることが多い｡
｢地方分権推進一括法｣が施行され､自治体は地域住民サービスを提供する基礎的団体として､
今後ますます重要な役割 ･機能を果たすことになる｡このように､地域社会で役割機能が重視され
る自治体が､都市 ･地域の再生化 ･活性化を図るとともに､自立した地域社会を目指して､｢地域
住民｣｢地域企業｣｢非営利団体｣など､地域社会構成員に協力や連携を求めることは当然の帰結で
ある｡
この ｢公民協力｣｢公民連携｣の概念は､今後の都市 ･地域政策を推進する上で極めて重要な役
割を果たす｡①自治体側が ｢民間側の目標達成ベクトル｣を支援する場合でも､逆に②民間側が
｢自治体側の目標達成ベクトル｣を支援する場合のどちらの場合でも､自治体の都市 ･地域政策で
｢公民協力｣｢公民連携｣は､公民の両者間を ｢結合する支援連結機能｣として不可欠な要素であ
る｡すなわち､｢公民協力｣｢公民連携｣は､自治体政策の遂行において地域住民､企業､非営利団
体など､｢地域構成主体と自治体の両者間を連結する支援機能の役割 ･機能を果たす｣わけである｡
この ｢公民協力｣｢公民連携｣については､従来の地方公社 ･第3セクターの設立運営課題に対
する反省を踏まえ､地域住民サービスの視点より再評価すると同時に､都市 ･地域の再生化 ･活性
化､再編化など新たな視点より自治体政策の ｢公民連携｣支援方法について､｢PFIJ｢NPOJ
｢寄付金 ･基金｣｢第3セクター｣種々の観点より､政策遂行や事業目的に合致した最適な事業方
式の方法論に関する研究を行なう必要がある｡換言すれば､自治体の都市 ･地域政策において公民
連携の在り方､自治体政策への最適な適用の在り方の観点､すなわち(∋地域社会全体に関わる地域
経営の観点､②自治体内部の効率性に関わる自治体経営の観点､③ ｢民間活力の活用｣と ｢公共活
力の活用｣(公共活力とは公共側の再編化等を通じ公共のスリム化を図る.こと)観点より､地域社
会における ｢住民｣｢企業｣｢行政｣の新たな関わり方に関わる根幹的な問題として捉え直すことが
重要である｡図表3-5は､自治体の都市 ･地域政策における基本的な事業化の方向について､
｢pFI方式｣｢NPO方式｣｢基金 ･公益信託方式｣｢第3セクター方式｣などの研究方向､適用
方向を模式化したもので､それぞれ ｢具体的な政策や事業に適した公民連携事業方式｣を研究する
と同時に､｢最適な連携方式を適用するための研究｣が重要な課題となっている｡ これら公民連携
については､それぞれ独自に事業化が検討され推進される場合もあろうが､事業目的､事業内容に
よってはいくつかの連携方式が組み合わされて実現されるものも中にはあろう｡ いずれにしても事
業化にあたっては､事業の創意工夫と最適な事業形態を採択する必要がある｡
2 公民連携に関する今後の研究方向
｢公民連携｣(publicPrivatePartership)の事業方式に関する研究は､自治体の都市 ･地域政
策の関連より｢PFIJ｢NPOJ｢基金 ･公益信託｣｢第3セクター｣など､公民連携の在り方､
公民連携の適切な適用方法の観点より､次のような研究領域を中心に研究を進める必要がある｡(丑
PFI･NPO･基金 ･公益信託 ･第3セクターなど公民連携に関する総合的な経営実態調査の早
期実施､②公民連携の在り方や適用に関す,る研究､③公民連携に関する経営分析等の経営診断評価
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図表3-5 自治体政策における公民連携pppの概念
事業化の方向
†
く
事業化の方向
第3セクター方式
PFⅠ方式
NPL0万 ∴ 治本
式 公益方式 自塞
J
事業化の方向
事業化の方向
体の都市 ･地域政策の
方針 (市町村基本構想)
図表3-6 学際的な研究研究領域
(課題別テーマ-社会変化への対応)
(基本構想-総合計画の事業分野)
交通 ･情報 ･インフラ整備部門
都市 ･生活基盤整備部門
生活環境整備部門
社会福祉 ･労働部門
教育 ･文化部門
産業振興 ･守成･支技部門etc.
(･TJr:XL･'分野･部門別のテーマ)
国際化社会への対応
情報化 ･ハイテク化社会への対応
高齢化社会への対応
自然保護･環境保全への対応
個人･企業等の地域社会への貢献
ソフト化 ･サービス化への対応
地域間交流･提携化への対応
地域活性化への対応etc.
(事業の進捗段階別テーマ)
難業手法の検討段階
事業計画の検討段階
法人設立の検討段階
経営 (管理 ･運営)の検討段階etc.
山所 :山井倍夫 ｢地方公社 ･第3セクターの再評価｣『地域経営の革新と創造』81頁
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手法の確立､④自治体の都市 ･地域政策における公民連携の位置づ桝 こ関する研究､⑤公民連携に
対する支援措置などに関する研究である｡
図表3-6は､自治体の都市 ･地域政策における ｢公民連携｣に関する研究において､｢PFIJ
｢NPOJ｢基金｣｢公益信託｣｢第3セクター｣などの観点より､自治体制作の観点より､具体的
な研究方向､研究領域､研究事項を体系的に模式図化したものである18)｡ これらの事業分野や研
究領域は､現行の自治体行政の施策の中で､とりわけ重要視されている｡それぞれの事業分野､事
業領域において､公民連携の観点より､最適な事業選択の方法として､｢PFI方式｣｢NPO方式｣
｢基金 ･公益信託方式｣｢第3セクター方式｣などの事業化手法について､それぞれの長所､短所
を比較考量することによって､事業目的､事業内容に応じた最適な事業方法を研究することにより､
最適な事業採択をすることが肝要である19)0
(注)
1)国土庁計画 ･調整局監修 『複合と連携』ぎょうせい､1997年3月
2)上掲書､
3)上掲書､
4)上掲書､
5)上掲書､
6)上掲書､
7)上掲書､
8)上掲書､
9)上掲書､
10)上掲書､
『複合と連携』
『複合と連携』
『複合と連携』
『複合と連携』
『複合と連携』
『複合と連携』
『複合と連携』
『複合と連携』
『複合と連携』
ll)出井信夫編著 『官民共同開発と公共 ･民間複合施設計画資料集』綜合ユニコム､1989年11月
12)上掲書､『官民共同開発と公共 ･民間複合施設計画資料集』
13)上掲書､『官民共同開発と公共 ･民間複合施設計画資料集』
14)出井信夫 ｢新しいまちづくり活動の支援システムの研究一基金 ･公益信託･NPOの現状と課題-｣
『新潟産業大学経済学部紀要20号』1999年12月
15)出井信夫編著 ｢市民の寄付金と自治体の基金制度を利用して地域振興･NPO支援を推進する都市 ･
地域政策｣『新潟産業大学附属研究所報告書』2000年12月
16)上掲報告書､｢市民の寄付金と自治体の基金制度を利用して地域振興･NPO支援を推進する都市 ･
地域政策｣を中心に､2000年12月21日新潟県自治会館で本学附属研究所主催シンポジウム [地方分権時
代における自治体の地域政策の課題]で発表したところ､後日､本提案趣旨を理解された新潟県山古志
村では先人が人力の手堀で掘った隊道の保存修景にする目的で､賛同者に寄付金の募集と基金設置が開
始された ｢新潟日報｣で報道されている｡
17)井掘利宏 『政府と市場』税務経理協会､1999年2月
18)出井信夫 ｢地方公社 ･第3セクターの再評価｣『地域経営の革新と創造』第3セクター研究学会編､
発行透土社､発売丸善､2000年5月､所収｡
｢地域政策･地方公社 ･第3セクター問題｣について広範な観点より研究するため､1993年7月15日､
第3セクター研究学会が設立された｡会長 ･中央大学学経済学部金田昌司教授､事務局長 ･新潟産業大
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学経済学部助教授を中心に､自治体の都市 ･地域政策研究､PFI､NPO研究など､種々の観点より
活発に研究会の開催､研究調査活動がされている｡
会長 ･事務局長等学会関係者は､旧自治省等に設置された第3セクターに関する研究会､委員会の委
員に委嘱され､旧自治省が都道府県知事等関係者に宛てた通達､｢第3セクターに関する指針｣の作成
にも貢献している｡筆者は､参議院事務局 ｢地方行政 ･警察委員会｣調査室等関係調査室の合同調査研
究会 ｢地方公社 ･第3セクター研究会｣の座長を務め､学会関係者等と報告作成を行なっている｡また､
新潟県 ｢県の出資法人等運営指導方針策定検討委員会｣等の委員に委嘱されている｡
第3セクター方式は､都市 ･地域政策の一環として極めて有益な手段の一つであるが､設立 ･運営 ･
経営診断､事業評価等が適切にされていないため､多々問題も生じていることは周知のとおりである｡
第3セクターに対する厳しい批判があるが相当な誤解もある｡
第3セクターに関する論文については､本学経済学部 ｢紀要第13号｣｢紀要第19号｣など､多数の拙
著および拙論文を参照されたい｡
また､PFIについては､本学経済学部 ｢紀要第22号｣を､NPOについては ｢紀要第23号｣を､
｢基金 ･公益信託｣については ｢紀要第20号｣を､それぞれ参照されたい｡
19)本稿を中心に､｢PPPJ｢pFIJ｢NPOJ｢基金 ･公益信託｣｢第3セクター｣に関する研究論文
を集大成した 『都市 ･地域政策と公民連携 ･協働 (-PPP･PFI･NPO･基金 ･公益信託 ･第3
セクターの研究-)』と題する著書を刊行する予定 (地域計画研究所､2002年3月)である｡詳細は同
書を参照されたい｡
